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提  案  理  由 

 

市税の課税要件及び各種手続等について、市民がその内容を把握しやすくな

るよう条例を改正することにより、市税に対する市民の理解を深めるとともに、

市税業務の円滑な運営及び推進を図るため。 

 

  



   松戸市市税条例 

 

 松戸市市税条例（昭和５０年松戸市条例第１０号）の全部を改正する。 
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第１章 総則 

    第１節 通則 

 （課税の根拠） 

第１条 市税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収については、

法令その他別に定めがあるもののほか、この条例の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴ 徴税吏員 市長又はその委任を受けた市職員をいう。 

 ⑵ 徴収金 市税並びにその延滞金、過少申告加算金、不申告加算金、重加



算金及び滞納処分費をいう。 

 ⑶ 納税通知書 納税者が納付すべき市税について、その賦課の根拠となっ

た法律及びこの条例の規定、納税者の住所又は所在地及び氏名又は名称、

課税標準額、税率、税額、納期、各納期における納付額、納付の場所並び

に納期限までに税金を納付しなかった場合において執られるべき措置及び

賦課に不服がある場合における救済の方法を記載した文書で市が作成する

ものをいう。 

 ⑷ 納付書 納税者が徴収金を納付するために用いる文書で、市が作成する

ものに納税者の住所又は所在地及び氏名又は名称並びにその納付すべき徴

収金額その他納付について必要な事項を記載するものをいう。 

 ⑸ 納入書 特別徴収義務者が徴収金を納入するために用いる文書で、市が

作成するものに特別徴収義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称並びに

その納入すべき徴収金額その他納入について必要な事項を記載するものを

いう。 

 ⑹ 普通徴収 徴税吏員が納税通知書を当該納税者に交付することにより市

税を徴収することをいう。 

 ⑺ 申告納付 納税者がその納付すべき市税の課税標準額及び税額を申告し、

及びその申告した税金を納付することをいう。 

 ⑻ 特別徴収 市税の徴収について便宜を有する者にこれを徴収させ、かつ、

その徴収すべき税金を納入させることをいう。 

 ⑼ 特別徴収義務者 特別徴収により市税を徴収し、かつ、納入する義務を

負う者をいう。 

 ⑽ 申告納入 特別徴収義務者がその徴収すべき市税の課税標準額及び税額

を申告し、及びその申告した税金を納入することをいう。 

 ⑾ 納入金 特別徴収義務者が徴収し、かつ、納入すべき市税をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語は、地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という 。） において使用する用語

の例による。 



 （税目） 

第３条 市税として課する普通税は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 市民税 

 ⑵ 固定資産税 

 ⑶ 軽自動車税 

 ⑷ 市たばこ税 

 ⑸ 特別土地保有税 

２ 市税として課する目的税は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 事業所税 

 ⑵ 都市計画税 

 （松戸市行政手続条例の適用除外） 

第４条 松戸市行政手続条例（平成８年松戸市条例第１６号）第３条及び第４

条に定めるもののほか、市税に関するこの条例の規定による処分その他公権

力の行使に当たる行為については、松戸市行政手続条例第２章（第８条を除

く 。） 及び第３章（第１４条を除く 。） の規定は、適用しない。 

２ 松戸市行政手続条例第３条、第４条及び第３３条第４項に定めるもののほ

か、市の徴収金を納付し、又は納入する義務の適正な実現を図るために行わ

れる行政指導（同条例第２条第６号に規定する行政指導をいう 。） について

は、同条例第３３条第３項、第３４条及び第３５条の規定は、適用しない。 

 （条例施行の細目） 

第５条 この条例の実施のための手続その他その施行について必要な事項は、

この条例で定めるもののほか、規則で定める。 

    第２節 賦課徴収 

 （課税漏れ等に係る市税の取扱い） 

第６条 課税漏れに係る市税又は偽りその他不正の行為により免れた市税があ

ることを発見した場合においては、課税すべき年度（法人税割にあっては、

その課税標準の算定期間の末日現在）の税率によりその全額を直ちに徴収す

る。 



 （公示送達） 

第７条 法第２０条の２の規定による公示送達は、松戸市公告式条例（昭和

２５年松戸市条例第２３号）で定める掲示場に掲示して行うものとする。 

 （災害等による期限の延長） 

第８条 市長は、広範囲にわたる災害その他やむを得ない理由により、法又は

この条例で定める申告、申請、請求その他書類の提出（不服申立てに関する

ものを除く 。） 又は納付若しくは納入（以下この条において「申告等」とい

う 。） に関する期限までにこれらの行為をすることができないと認める場合

には、地域、期日その他必要な事項を指定して当該期限を延長するものとす

る。 

２ 前項の指定は、市長が告示により行うものとする。 

３ 市長は、災害その他やむを得ない理由により、申告等に関する期限までに

これらの行為をすることができないと認める場合には、第１項の規定の適用

がある場合を除き、当該行為をすべき者の申請により、その理由のやんだ日

から納税者については２月以内に、特別徴収義務者については３０日以内に

おいて、当該期限を延長するものとする。 

４ 前項の申請は、同項に規定する理由がやんだ後速やかに、その理由を記載

した書面でしなければならない。 

５ 市長は、第３項に規定する期限を延長したときは、期日その他必要な事項

を納税者又は特別徴収義務者に通知しなければならない。当該期限の延長を

認めないときも、また、同様とする。 

 （納税証明事項） 

第９条 地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「法施行規則」

という 。） 第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和２６

年法律第１８５号）第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は二輪の

小型自動車について天災その他やむを得ない事由により軽自動車税を滞納し

ている場合においてその旨とする。 

 （納税証明書の交付手数料） 



第１０条 法第２０条の１０に規定する納税証明書の交付手数料は、松戸市手

数料条例（昭和２７年松戸市条例第３号）で定めるところにより徴収するも

のとする。ただし、道路運送車両法第９７条の２に規定する証明書について

は手数料を徴しない。 

２ 前項の納税証明書の枚数の計算については、年度、税目、証明事項等を基

準として規則で定める。 

 （納期限後に納付し、又は納入する税金又は納入金に係る延滞金） 

第１１条 納税者又は特別徴収義務者は、第３６条、第４２条、第４３条若し

くは第４６条（第６３条において準用する場合を含む。以下この条において

同じ。）、第５０条第１項（第５１条第３項において準用する場合を含む。以

下この条において同じ。）、第５３条第１項（法第３２１条の８第２２項及び

第２３項の申告書に係る部分を除く。）、第６２条、第８５条、第１０４条第

２項若しくは第３項、第１１７条第１項若しくは第２項、第１２２条第２項、

第１３１条第１項、第１４５条第１項又は第１５５条に規定する納期限後に

その税金を納付し、又は納入金を納入する場合においては、当該税額又は納

入金額にその納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限

とする。以下第１号及び第２号において同じ 。） の翌日から納付又は納入の

日までの期間の日数に応じ、年1 4.6 パーセント（次の各号に掲げる税額の

区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる期間については、年7.3 パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付書により納

付し、又は納入書により納入しなければならない。 

 ⑴ 第３６条、第４２条、第４３条若しくは第４６条、第５０条第１項、第

６２条、第８５条、第１０４条第２項若しくは第３項、第１２２条第２項

又は第１５５条の納期限後に納付し、又は納入する税額 当該納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間 

 ⑵ 第５３条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又

は第１９項の規定による申告書に限る。）、第１１７条第１項若しくは第２

項の申告書、第１３１条第１項又は第１４５条第１項の申告書に係る税額



（第４号に掲げる税額を除く 。）  当該税額に係る納期限の翌日から１月

を経過する日までの期間 

 ⑶ 第５３条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申

告書を除く。）、第１１７条第１項若しくは第２項の申告書、第１３１条第

１項又は第１４５条第１項の申告書でその提出期限後に提出したものに係

る税額 当該提出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過する

日までの期間 

 ⑷ 法第６０１条第３項若しくは第４項（これらの規定を法第６０２条第２

項及び第６０３条の２の２第２項において準用する場合を含む。）、第

６０３条第３項又は第６０３条の２第５項の規定により徴収を猶予した税

額 当該猶予した期間又は当該猶予した期間の末日の翌日から１月を経過

する日までの期間 

 （年当たりの割合の基礎となる日数） 

第１２条 前条、第３９条第２項、第５３条第３項、第５４条第２項、第５６

条、第６８条第２項、第９０条第２項、第１１７条第５項、第１２１条第２

項、第１３１条第２項、第１３４条第２項、第１４５条第２項及び第１５１

条第２項の規定に定める延滞金の額の計算につきこれらの規定に定める年当

たりの割合は、閏年
じゅん

の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とす

る。 

 （督促状を発する期間） 

第１３条 納税者又は特別徴収義務者が納期限までに徴収金を完納しない場合

においては、徴税吏員は、納期限後３０日以内に督促状を発しなければなら

ない。 

   第２章 普通税 

    第１節 市民税 

 （市民税の納税義務者等） 

第１４条 市民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び所得割額の合

算額により、第３号に掲げる者に対しては均等割額及び法人税割額の合算額

 

 



により、第２号及び第４号に掲げる者に対しては均等割額により、第５号に

掲げる者に対しては法人税割額により課する。 

 ⑴ 市内に住所を有する個人 

 ⑵ 市内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で市内に住所を有しない

者 

 ⑶ 市内に事務所又は事業所を有する法人 

 ⑷ 市内に寮、宿泊所、クラブその他これらに類する施設（以下「寮等」と

いう 。） を有する法人で市内に事務所又は事業所を有しないもの 

 ⑸ 法人課税信託（法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第２９号の

２に規定する法人課税信託をいう。以下この節において同じ 。） の引受け

を行うことにより法人税を課される個人で市内に事務所又は事業所を有す

るもの 

２ 外国法人に対するこの節の規定の適用については、その事業が行われる場

所で地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「政令」という 。）

第４６条の４に規定する場所をもってその事務所又は事業所とする。 

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあり、かつ、政令第

４７条に規定する収益事業を行うもの（当該社団又は財団で収益事業を廃止

したものを含む。第１８条第２項の表第１号イにおいて「人格のない社団等」

という 。） 又は法人課税信託の引受けを行うものは、法人とみなして、この

節の規定中法人の市民税に関する規定を適用する。 

 （個人の市民税の非課税の範囲） 

第１５条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、市民税（第２号に該

当する者にあっては、第５７条の規定により課する所得割（以下「分離課税

に係る所得割」という 。） を除く 。） を課さない。ただし、法の施行地に住

所を有しない者については、この限りでない。 

 ⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による生活扶助を受け

ている者 

 ⑵ 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫（これらの者の前年の合計所得金額が



1 2 5 万円を超える場合を除く 。）  

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、前年の

合計所得金額が3 5 万円にその者の控除対象配偶者及び扶養親族の数に１を

加えた数を乗じて得た金額（その者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する

場合には、当該金額に2 1 万円を加算した金額）以下である者に対しては、

均等割を課さない。 

 （市民税の納税管理人） 

第１６条 市民税の納税義務者は、市内に住所、居所、事務所、事業所又は寮

等を有しない場合においては、市内に住所、居所、事務所若しくは事業所を

有する者（個人にあっては、独立の生計を営む者に限る 。） のうちから納税

管理人を定め、これを定める必要が生じた日から１０日以内に納税管理人申

告書を市長に提出し、又は市外に住所、居所、事務所若しくは事業所を有す

る者（個人にあっては、独立の生計を営む者に限る 。） のうち納税に関する

一切の事項の処理につき便宜を有するものを納税管理人として定めることに

ついて納税管理人承認申請書を市長に同日から１０日以内に提出してその承

認を受けなければならない。納税管理人を変更し、又は変更しようとする場

合その他納税管理人申告書又は納税管理人承認申請書に記載した事項に異動

を生じた場合においても、また、同様とし、その提出の期限は、その異動を

生じた日から１０日を経過した日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る市民

税の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出してその認定

を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。この場合において、

当該申請書に記載した事項に異動を生じたときは、その異動を生じた日から

１０日以内にその旨を市長に届け出なければならない。 

 （市民税の納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第１７条 前条第２項の認定を受けていない市民税の納税義務者で同条第１項

の承認を受けていないものが同項の規定により申告すべき納税管理人につい

て正当な事由がなく申告しなかった場合においては、その者に対し、1 0 万



円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （均等割の税率） 

第１８条 第１４条第１項第１号又は第２号の者に対して課する均等割の税率

は、年額3,0 0 0 円とする。 

２ 第１４条第１項第３号又は第４号の者に対して課する均等割の税率は、次

の表の左欄に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とす

る。 

        法人の区分             税率     

⑴ 次に掲げる法人 

ア 法人税法第２条第５号の公共法人及び法

第２９４条第７項に規定する公益法人等の

うち、法第２９６条第１項の規定により均

等割を課することができないもの以外のも

の（法人税法別表第２に規定する独立行政

法人で収益事業を行うものを除く 。）  

年額 5 0,0 0 0 円 

イ 人格のない社団等 

ウ 一般社団法人（非営利型法人（法人税法

第２条第９号の２に規定する非営利型法人

をいう。以下この号において同じ 。） に該

当するものを除く。）及び一般財団法人

（非営利型法人に該当するものを除く 。）  

エ 保険業法（平成７年法律第１０５号）に

規定する相互会社以外の法人で資本金の額

又は出資金の額を有しないもの（アからウ

までに掲げる法人を除く 。）  

 



オ 資本金等の額（法人税法第２条第１６号

に規定する資本金等の額又は同条第１７号 

の２に規定する連結個別資本金等の額（保

険業法に規定する相互会社にあっては、政

令第４５条の３の２に規定するところによ

り算定した純資産額）をいう。以下この表

及び附則第１５条において同じ 。） を有す

る法人（法人税法別表第２に規定する独立

行政法人で収益事業を行わないもの及びエ

に掲げる法人を除く。以下この表において

同じ 。） で資本金等の額が 1,0 0 0 万円以

下であるもののうち、市内に有する事務

所、事業所又は寮等の従業者（俸給、給料

若しくは賞与又はこれらの性質を有する給

与の支給を受けることとされる役員を含

む 。） の数の合計数（次号から第９号まで

において「従業者数の合計数」という 。）

が５０人以下のもの 

 

⑵ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,0 0 0 万円以下であるもののうち、従業

者数の合計数が５０人を超えるもの 

年額 1 2 0,0 0 0 円 

⑶ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,0 0 0 万円を超え１億円以下であるもの

のうち、従業者数の合計数が５０人以下であ

るもの 

年額 1 3 0,0 0 0 円 

⑷ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1,0 0 0 万円を超え１億円以下であるもの

年額 1 5 0,0 0 0 円 

 



のうち、従業者数の合計数が５０人を超える  

もの  

⑸ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が１億円を超え1 0 億円以下であるもののう

ち、従業者数の合計数が５０人以下であるも

の 

年額 1 6 0,0 0 0 円 

⑹ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が１億円を超え1 0 億円以下であるもののう

ち、従業者数の合計数が５０人を超えるもの 

年額 4 0 0,0 0 0 円 

⑺ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1 0 億円を超えるもののうち、従業者数の

合計数が５０人以下であるもの 

年額 4 1 0,0 0 0 円 

⑻ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が1 0 億円を超え5 0 億円以下であるものの

うち、従業者数の合計数が５０人を超えるも

の 

年額 1,7 5 0,0 0 0 円 

⑼ 資本金等の額を有する法人で資本金等の額

が5 0 億円を超えるもののうち、従業者数の

合計数が５０人を超えるもの 

年額 3,0 0 0,0 0 0 円 

３ 前項に定める均等割の額は、当該均等割の額に、法第３１２条第３項第１

号の法人税額の課税標準の算定期間、同項第２号の連結事業年度開始の日か

ら６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は

同項第４号の期間中において事務所、事業所又は寮等を有していた月数を乗

じて得た額を１２で除して算定するものとする。この場合における月数は、

暦に従って計算し、１月に満たないときは１月とし、１月に満たない端数を

生じたときは切り捨てる。 

 （所得割の課税標準） 

第１９条 所得割の課税標準は、前年の所得について算定した総所得金額、退



職所得金額及び山林所得金額とする。 

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額は、法又は政令に特別

の定めがある場合を除くほか、それぞれ所得税法（昭和４０年法律第３３号）

その他の所得税に関する法令の規定による所得税法第２２条第２項又は第３

項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の計算の例により算定する。 

３ 法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等（以下この項及び次項並

びに第２６条において「特定配当等」という 。） に係る所得を有する者に係

る総所得金額は、当該特定配当等に係る所得の金額を除外して算定する。 

４ 前項の規定は、特定配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属す

る年度分の第２９条第１項の規定による申告書（その提出期限後において市

民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時までに提

出された第３０条第１項の確定申告書を含む 。） に特定配当等に係る所得の

明細に関する事項その他法施行規則で定める事項の記載があるとき（これら

の申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認

めるときを含む 。） は、当該特定配当等に係る所得の金額については、適用

しない。 

５ 法第２３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以下この

項及び次項並びに第２６条において「特定株式等譲渡所得金額」という 。）

に係る所得を有する者に係る総所得金額は、当該特定株式等譲渡所得金額に

係る所得の金額を除外して算定する。 

６ 前項の規定は、特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じた年の翌年の４

月１日の属する年度分の第２９条第１項の規定による申告書（その提出期限

後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びそ

の時までに提出された第３０条第１項の確定申告書を含む 。） に特定株式等

譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他法施行規則で定める事項

の記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得

ない理由があると市長が認めるときを含む 。） は、当該特定株式等譲渡所得

金額に係る所得の金額については、適用しない。 



 （所得控除） 

第２０条 所得割の納税義務者が法第３１４条の２第１項各号のいずれかに掲

げる者に該当する場合には同条第１項及び第３項から第１２項までの規定に

より雑損控除額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦（寡夫）

控除額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額

を、所得割の納税義務者については同条第２項、第７項及び第１２項の規定

により基礎控除額をそれぞれその者の前年の所得について算定した総所得金

額、退職所得金額又は山林所得金額から控除する。 

 （所得割の税率） 

第２１条 所得割の額は、課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所

得金額の合計額に、1 0 0 分の6 を乗じて得た金額とする。 

２ 前項の課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額とは、そ

れぞれ前条の規定による控除後の前年の総所得金額、退職所得金額又は山林

所得金額をいう。 

 （法人税割の税率） 

第２２条 法人税割の税率は、1 0 0 分の9.7 とする。 

 （調整控除） 

第２３条 所得割の納税義務者については、その者の第２１条の規定による所

得割の額から、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める金額を控除する。 

 ⑴ 当該納税義務者の第２１条第２項に規定する課税総所得金額、課税退職

所得金額及び課税山林所得金額の合計額（以下この条において「合計課税

所得金額」という 。） が2 0 0 万円以下である場合 次に掲げる金額のう

ちいずれか少ない金額の1 0 0 分の3 に相当する金額 

ア ５万円に、当該納税義務者が法第３１４条の６第１号イの表の上欄に

掲げる者に該当する場合においては、当該納税義務者に係る同表の下欄

に掲げる金額を合算した金額を加算した金額 



イ 当該納税義務者の合計課税所得金額 

 ⑵ 当該納税義務者の合計課税所得金額が2 0 0 万円を超える場合 アに掲

げる金額からイに掲げる金額を控除した金額（当該金額が５万円を下回る

場合には、５万円とする 。） の1 0 0 分の3 に相当する金額 

ア ５万円に、当該納税義務者が法第３１４条の６第１号イの表の上欄に

掲げる者に該当する場合においては、当該納税義務者に係る同表の下欄

に掲げる金額を合算した金額を加算した金額 

イ 当該納税義務者の合計課税所得金額から2 0 0 万円を控除した金額 

 （寄附金税額控除） 

第２４条 所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１号及

び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合

においては、法第３１４条の７第１項に規定するところにより控除すべき額

（当該納税義務者が前年中に同項第１号に掲げる寄附金を支出した場合にあ

っては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項にお

いて「控除額」という 。） をその者の第２１条及び前条の規定を適用した場

合の所得割の額から控除するものとする。この場合において、当該控除額が

当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当する

金額とする。 

 ⑴ 所得税法第７８条第２項第２号及び第３号に掲げる寄附金のうち、次に

掲げるものに対する寄附金 

  ア 市内に主たる事務所又は事業所を有する法人又は団体 

  イ アに掲げるもののほか、市内に学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第１条に規定する学校又は所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）

第２１７条第４号に規定する専修学校若しくは各種学校の校舎その他の

規則で定める施設を有する法人 

 ⑵ 所得税法第７８条第３項に規定する特定公益信託（千葉県知事又は千葉

県教育委員会が主務官庁の権限に属する事務を行う公益信託であって、そ

の受益の範囲が市内に及ぶと市長が認めるものに限る 。） の信託財産とす



るために支出した金銭であって、同項の規定により特定寄附金とみなされ

るもの 

 ⑶ 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第２項

に規定する特定非営利活動に関する寄附金のうち、市内に主たる事務所を

有する特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第３項に規

定する認定特定非営利活動法人又は市内に主たる事務所を有する同条第４

項に規定する仮認定特定非営利活動法人に対する寄附金 

２ 前項の特例控除額は、法第３１４条の７第２項（法附則第５条の６第２項

の規定により読み替えて適用される場合を含む 。） に規定するところにより

計算した金額とする。 

 （外国税額控除） 

第２５条 所得割の納税義務者が、法第３１４条の８に規定する外国の所得税

等を課された場合においては、法第３１４条の８及び政令第４８条の９の２

に規定するところにより控除すべき額を、第２１条及び前２条の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。 

 （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第２６条 所得割の納税義務者が、第１９条第４項の申告書に記載した特定配

当等に係る所得の金額の計算の基礎となった特定配当等の額について法第２

章第１節第５款の規定により配当割額を課された場合又は同条第６項の申告

書に記載した特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算の基礎となっ

た特定株式等譲渡所得金額について同節第６款の規定により株式等譲渡所得

割額を課された場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に５分

の３を乗じて得た金額を、第２１条及び前３条の規定を適用した場合の所得

割の額から控除する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除すること

ができなかった金額があるときは、当該控除することができなかった金額は、

政令第４８条の９の３から第４８条の９の６までに規定するところにより、

同項の納税義務者に対しその控除することができなかった金額を還付し、又



は当該納税義務者の同項の申告書に係る年度分の個人の県民税若しくは市民

税に充当し、若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収金に充当する。 

３ 法第３７条の４の規定により控除されるべき額で同条の所得割の額から控

除することができなかった金額があるときは、当該控除することができなか

った金額を第１項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控

除することができなかった金額とみなして、前項の規定を適用する。 

 （所得の計算） 

第２７条 第１４条第１項第１号の者に対して所得割を課する場合においては、

次に定めるところにより、その者の第１９条第１項の総所得金額、退職所得

金額又は山林所得金額を算定する。 

 ⑴ その者が所得税に係る申告書を提出し、又は政府が総所得金額、退職所

得金額若しくは山林所得金額を更正し、若しくは決定した場合においては、

当該申告書に記載され、又は当該更正し、若しくは決定した金額を基準と

して算定する。ただし、当該申告書に記載され、又は当該更正し、若しく

は決定した金額が過少であると認められる場合においては、市は自ら調査

し、その調査に基づいて算定する。 

 ⑵ その者が前号の申告書を提出せず、かつ、政府が同号の決定をしない場

合においては、市は自ら調査し、その調査に基づいて算定する。 

第２８条 市民税の納税義務者に係る所得税の基礎となった所得の計算が一般

に著しく適正を欠くと認められる場合においては、各納税義務者について、

法又は政令に特別の定めがある場合を除くほか、所得税法その他の所得税に

関する法令に規定する所得の計算の方法に従って、市は自らその所得を計算

し、その計算したところに基づいて市民税を課する。 

 （市民税の申告） 

第２９条 第１４条第１項第１号の者は、３月１５日までに、申告書を市長に

提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６第１項又は第４項の規

定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義務がある者

から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年



中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所得を有し

なかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会保

険料控除額（政令第４８条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企業共

済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額若しくは法第３１４条の２第５項に規定する扶養控除額の

控除又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第

３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損

失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第２４条第１項及び第２項の規定に

より控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控除額」という 。）

の控除を受けようとするものを除く。以下この条において「給与所得等以外

の所得を有しなかった者」という 。） については、この限りでない。 

２ 市長は、法第３１７条の６第１項の給与支払報告書又は同条第４項の公的

年金等支払報告書が１月３１日までに提出されなかった場合において、市民

税の賦課徴収について必要があると認めるときは、給与所得等以外の所得を

有しなかった者を指定し、その者に前項の申告書を市長の指定する期限まで

に提出させることができる。 

３ 給与所得等以外の所得を有しなかった者（前２項の規定により第１項の申

告書を提出する義務を有する者を除く 。） は、雑損控除額若しくは医療費控

除額の控除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同条第９

項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除又は寄附金税額控除額の控

除を受けようとする場合においては、３月１５日までに、第１項の申告書を

市長に提出しなければならない。 

４ 第１項ただし書に規定する者（第２項の規定により第１項の申告書を提出

する義務を有する者を除く 。） は、前年中において純損失又は雑損失の金額

がある場合においては、３月１５日までに、第１項の申告書を市長に提出す

ることができる。 

５ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合においては、

第１４条第１項第１号の者のうち所得税法第２２６条第１項若しくは第３項



の規定により前年の給与所得若しくは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収

票を交付されるもの又は同条第４項ただし書の規定により給与所得若しくは

公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票の交付を受けることができるものに、

当該源泉徴収票又はその写しを提出させることができる。 

６ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合においては、

第１４条第１項第２号の者に、３月１５日までに、賦課期日現在において、

市内に有する事務所、事業所又は家屋敷の所在その他必要な事項を申告させ

ることができる。 

７ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合においては、

新たに第１４条第１項第３号又は第４号の者に該当することとなった者に、

当該該当することとなった日から６０日以内に、その名称、代表者又は管理

人の氏名、主たる事務所又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業

所又は寮等の所在、当該該当することとなった日その他必要な事項を申告さ

せることができる。 

第３０条 第１４条第１項第１号の者が前年分の所得税につき所得税法第２条

第１項第３７号の確定申告書（以下この条において「確定申告書」という 。）

を提出した場合には、この節の規定の適用については、当該確定申告書が提

出された日に前条第１項から第４項までの規定による申告書が提出されたも

のとみなす。ただし、同日前に当該申告書が提出された場合は、この限りで

ない。 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項（法施行規則第２

条の３第１項に規定する事項を除く 。） のうち法第３１７条の２第１項各号

又は同条第３項に規定する事項に相当するもの及び次項の規定により付記さ

れた事項は、前条第１項から第４項までの規定による申告書に記載されたも

のとみなす。 

３ 第１項本文の場合には、確定申告書を提出する者は、当該確定申告書に、

法施行規則第２条の３第２項各号に掲げる事項を付記しなければならない。 

 （個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書） 



第３１条 所得税法第１９４条第１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という 。） で

市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項の給与

等の支払者（以下この条において「給与支払者」という 。） から毎年最初に

給与の支払を受ける日の前日までに、法施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出

しなければならない。 

 ⑴ 当該給与支払者の氏名又は名称 

 ⑵ 扶養親族の氏名 

 ⑶ その他法施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を提出した給与

所得者で市内に住所を有するものは、その年の中途において当該申告書に記

載した事項について異動を生じた場合には、前項又は法第３１７条の３の２

第１項の給与支払者からその異動を生じた日後最初に給与の支払を受ける日

の前日までに、法施行規則で定めるところにより、その異動の内容その他法

施行規則で定める事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市

長に提出しなければならない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の際に経由

すべき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日に

市長に提出されたものとみなす。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定による申告書の提出の際に経由す

べき給与支払者が所得税法第１９８条第２項に規定する納税地の所轄税務署

長の承認を受けている場合には、法施行規則で定めるところにより、当該申

告書の提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項

を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法であって法施行規則で定めるものをいう。次条第４項において

同じ 。） により提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については、同



項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「給与支払

者に受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と、

「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

 （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第３２条 所得税法第２０３条の５第１項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者（以下この条において「公的年金等受給者」と

いう 。） で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき

同項の公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」とい

う 。） から毎年最初に同項に規定する公的年金等の支払を受ける日の前日ま

でに、法施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 当該公的年金等支払者の名称 

 ⑵ 扶養親族の氏名 

 ⑶ その他法施行規則で定める事項 

２ 前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を公的年金等支

払者を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその

年の前年において当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第 

３１７条の３の３第１項の規定による申告書に記載した事項と異動がないと

きは、公的年金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第２０３条の

５第２項に規定する国税庁長官の承認を受けている場合に限り、法施行規則

で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の３第１項の規定により

記載すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条

の３の３第１項の規定による申告書を提出することができる。 

３ 第１項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際に経由す

べき公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された

日に市長に提出されたものとみなす。 

４ 公的年金等受給者は、第１項の規定による申告書の提出の際に経由すべき

公的年金等支払者が所得税法第２０３条の５第４項に規定する納税地の所轄



税務署長の承認を受けている場合には、法施行規則で定めるところにより、

当該申告書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記

載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第３項の規定の適用については、同

項中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金

等支払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けた

とき」と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

 （市民税に係る不申告に関する過料） 

第３３条 市民税の納税義務者が第２９条第１項若しくは第２項の規定により

提出すべき申告書を正当な理由がなく提出しなかった場合又は同条第６項若

しくは第７項の規定により申告すべき事項について正当な理由がなく申告し

なかった場合においては、その者に対し、1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （個人の市民税の賦課期日） 

第３４条 個人の市民税の賦課期日は、当該年度の初日の属する年の１月１日

とする。 

 （個人の市民税及び県民税の徴収の方法） 

第３５条 個人の市民税は、第４０条、第４８条第１項、第５１条又は第６０

条の規定により特別徴収の方法による場合を除くほか、普通徴収の方法によ

り徴収する。 

２ 個人の県民税は、当該個人の市民税を賦課し、及び徴収する場合に併せて

賦課し、及び徴収する。 

 （個人の市民税の納期） 

第３６条 普通徴収の方法により徴収する個人の市民税の納期は、次のとおり

とする。 

  第１期 ６月１日から同月３０日まで 



  第２期 ８月１日から同月３１日まで 

  第３期 １０月１日から同月３１日まで 

  第４期 １２月１日から同月２８日まで 

２ 市長は、特別の事情がある場合において前項の納期により難いと認められ

るときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることができる。 

 （個人の市民税の納税通知書） 

第３７条 個人の市民税の納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、当該年

度分の個人の市民税額及び県民税額の合算額（第４７条第１項又は第５２条

第１項の規定により徴収する場合にあっては特別徴収の方法により徴収され

ないことになった金額に相当する税額）を前条第１項の納期（第４７条第１

項又は第５２条第１項の規定により徴収する場合にあっては特別徴収の方法

により徴収されないこととなった日以後に到来する納期）の数で除して得た

額とする。 

 （個人の市民税の納期前の納付） 

第３８条 個人の市民税の納税者は、納税通知書に記載された納付額のうち到

来した納期に係る納付額に相当する金額の税金を納付しようとする場合にお

いては、当該納期の後の納期に係る納付額に相当する金額の税金を併せて納

付することができる。 

 （普通徴収に係る個人の市民税の賦課額の変更又は決定及びこれらに係る延

滞金の徴収） 

第３９条 普通徴収の方法により徴収する個人の市民税について所得税の納税

義務者が提出した修正申告書又は国の税務官署がした所得税の更正若しくは

決定に関する書類を法第３２５条の規定により閲覧し、その賦課した税額を

変更し、又は賦課する必要を認めた場合においては、既に第２７条第１号た

だし書若しくは第２号又は第２８条の規定を適用して個人の市民税を賦課し

ていた場合を除くほか、直ちに変更による不足税額又は賦課されるべきであ

った税額のうちその決定があった日までの納期に係る分（次項において「不

足税額」と総称する 。） を追徴する。 



２ 前項の場合においては、不足税額をその決定があった日までの納期の数で

除して得た額に第３６条の各納期限（納期限の延長があったときは、その延

長された納期限とする。次項において同じ 。） の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、年1 4.6 パーセント（当該不足税額に係る納税通知書にお

いて納付すべきこととされる日までの期間又はその日の翌日から１月を経過

する日までの期間については、年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した

金額に相当する延滞金額を加算して徴収する。 

３ 所得税の納税義務者が修正申告書（偽りその他不正の行為により所得税を

免れ、又は所得税の還付を受けた所得税の納税義務者が、当該所得税につい

ての調査があったことにより当該所得税について更正があるべきことを予知

して提出した当該申告書及び所得税の納税義務者が所得税の決定を受けた後

に提出した当該申告書を除く 。） を提出し、又は国の税務官署が所得税の更

正（偽りその他不正の行為により所得税を免れ、又は所得税の還付を受けた

所得税の納税義務者についてされた当該所得税に係る更正及び所得税の決定

があった後にされた当該所得税に係る更正を除く 。） をしたことに基因して、

第３６条の各納期限から１年を経過する日後に第１項の規定によりその賦課

した税額を変更し、又は賦課した場合には、当該１年を経過する日の翌日か

ら第１項に規定する不足税額に係る納税通知書が発せられた日までの期間は、

前項に規定する期間から控除する。 

 （給与所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４０条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年中に

おいて給与の支払を受けた者であり、かつ、同日において給与の支払を受け

ている者（次に掲げる者のうち特別徴収の方法により徴収することが著しく

困難であると認められる者を除く。以下この条において「給与所得者」とい

う 。） である場合においては、当該納税義務者の前年中の給与所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額を特別徴収の方法により徴収する。 

 ⑴ 支払期間が１月を超える期間により定められている給与のみの支払を受

ける者 



 ⑵ 外国航路を航行する船舶に乗り組む船員で不定期に給与の支払を受ける

者 

２ 前項の納税義務者について、当該納税義務者の前年中の所得に給与所得以

外の所得がある場合においては、当該給与所得以外の所得に係る所得割額を

同項の規定により特別徴収の方法により徴収すべき給与所得に係る所得割額

及び均等割額の合算額に加算して特別徴収の方法により徴収する。ただし、

第２９条第１項の申告書に給与所得以外の所得に係る所得割額を普通徴収の

方法により徴収されたい旨の記載があるときは、この限りでない。 

３ 前項本文の規定により給与所得者の給与所得以外の所得に係る所得割額を

特別徴収の方法により徴収することとなった後において、当該給与所得者に

ついて給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は一部を特別徴収の方法

により徴収することが適当でないと認められる特別の事情が生じたため当該

給与所得者から給与所得以外の所得に係る所得割額の全部又は一部を普通徴

収の方法により徴収することとされたい旨の申出があった場合でその事情が

やむを得ないと認められるときは、市長は、当該特別徴収の方法により徴収

すべき給与所得以外の所得に係る所得割額でまだ特別徴収により徴収してい

ない額の全部又は一部を普通徴収の方法により徴収するものとする。 

４ 第１項の給与所得者が前年中において公的年金等の支払を受けた者であり、

かつ、当該年度の初日において第４８条第１項に規定する老齢等年金給付の

支払を受けている年齢６５歳以上の者である場合における前２項の規定の適

用については、これらの規定中「給与所得以外」とあるのは「給与所得及び

公的年金等に係る所得以外」とする。 

５ 納税義務者である給与所得者に対し給与の支払をする者に当該年度の初日

の翌日から翌年の４月３０日までの間において異動を生じた場合において、

当該給与所得者が当該給与所得者に対して新たに給与の支払をする者となっ

た者（所得税法第１８３条の規定により給与の支払をする際所得税を徴収し

て納付する義務がある者に限る。以下この項において同じ 。） を通じて、当

該異動により従前の給与の支払をする者から給与の支払を受けなくなった日



の属する月の翌月の１０日（その支払を受けなくなった日が翌年の４月中で

ある場合には、同月３０日）までに、第１項の規定により特別徴収の方法に

より徴収されるべき前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

（既に特別徴収の方法により徴収された金額があるときは、当該金額を控除

した金額）を特別徴収の方法により徴収されたい旨の申出をしたときは、当

該合算額を特別徴収の方法により徴収するものとする。ただし、当該申出が

翌年の４月中にあった場合において、特別徴収の方法により徴収することが

困難であると市長が認めるときは、この限りでない。 

６ 特別徴収の方法により個人の市民税を徴収される納税義務者が当該年度の

初日の属する年の６月１日から１２月３１日までの間において給与の支払を

受けないこととなり、かつ、その事由が発生した日の属する月の翌月以降の

月割額を特別徴収の方法により徴収されたい旨の当該納税義務者からの申出

があった場合及び当該納税義務者が翌年の１月１日から４月３０日までの間

において給与の支払を受けないこととなった場合には、その者に対してその

年の５月３１日までの間に支払われるべき給与又は退職手当等で当該月割額

の全額に相当する金額を超えるものがあるときに限り、当該月割額の全額

（同日までに当該給与又は退職手当等の全部又は一部の支払がされないこと

となったときにあっては、同日までに支払われた当該給与又は退職手当等の

額から徴収することができる額）を特別徴収の方法により徴収する。 

 （給与所得に係る特別徴収義務者の指定等） 

第４１条 前条第１項から第３項までの規定による特別徴収に係る市民税の特

別徴収義務者は、当該年度の初日において同条第１項の納税義務者に対して

給与の支払をする者（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めの

あるもの及び他の市町村内において給与の支払をする者を含む。以下同じ 。）

で所得税法第１８３条の規定により給与の支払をする際所得税を徴収して納

付する義務があるものとし、前条第５項の規定による特別徴収に係る市民税

の特別徴収義務者は、同項の当該給与所得者に対して新たに給与の支払をす

る者となった者とする。 



２ 同一の納税義務者について前項の特別徴収義務者が２以上ある場合におい

て各特別徴収義務者に徴収させる給与所得に係る特別徴収税額の額は、市長

が定めるところによる。 

 （給与所得に係る特別徴収税額の納入の義務等） 

第４２条 前条の特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月１０日までに、

その徴収した月割額を納入書により納入しなければならない。 

 （給与所得に係る特別徴収税額の納期の特例） 

第４３条 第４１条第１項の特別徴収義務者は、その事務所、事業所その他こ

れらに準ずるもので給与の支払事務を取り扱うもの（給与の支払を受ける者

が常時１０人未満であるものに限る。以下この条から第４５条までにおいて

「事務所等」という。）につき、市長の承認を受けた場合には、６月から

１１月まで及び１２月から翌年５月までの各期間（当該各期間のうちその承

認を受けた日の属する期間については、その日の属する月から当該期間の最

終月までの期間）に当該事務所等において支払った給与について徴収した給

与所得に係る特別徴収税額を、前条の規定にかかわらず、当該各期間に属す

る最終月の翌月１０日までに納入することができる。 

 （納期の特例に関する承認の申請） 

第４４条 前条の承認の申請をする者は、その承認を受けようとする事務所等

の所在地、当該事務所等において給与の支払を受ける者の数その他必要な事

項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。 

 （納期の特例の要件を欠いた場合の届出） 

第４５条 第４３条の承認を受けた者は、その承認に係る事務所等において給

与の支払を受ける者が常時１０人未満でなくなった場合には、遅滞なく、そ

の旨その他必要な事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

この場合において、その届出書の提出があったときは、その提出の日の属す

る同条に規定する期間以後の期間については、その承認は、その効力を失う

ものとする。 

 （承認の取消し等があった場合の納期の特例） 



第４６条 第４３条の承認の取消し又は前条の届出書の提出があった場合には、

その取消し又は提出の日の属する第４３条に規定する期間に係る第４２条に

規定する月割額のうち同日の属する月以前の各月に徴収すべきものについて

は、同日の属する月の翌月１０日をその納期限とする。 

 （給与所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額への繰入れ） 

第４７条 個人の市民税の納税者が給与の支払を受けなくなったこと等により

給与所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方法により徴収されないこととな

った場合においては、特別徴収の方法により徴収されないこととなった金額

に相当する税額は、特別徴収の方法により徴収されないこととなった日以後

において到来する第３６条第１項の納期がある場合においてはそれぞれの納

期において、その日以後に到来する同項の納期がない場合においては直ちに、

普通徴収の方法により徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の６第１項の通知により変更された給与所得に係る特別徴収

税額に係る個人の市民税の納税者について、既に特別徴収義務者から市に納

入された給与所得に係る特別徴収税額が当該納税者から徴収すべき給与所得

に係る特別徴収税額を超える場合（徴収すべき給与所得に係る特別徴収税額

がない場合を含む 。） において当該納税者の未納に係る徴収金があるときは、

当該過納又は誤納に係る税額は、法第１７条の２の規定により当該納税者の

未納に係る徴収金に充当する。 

 （公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収） 

第４８条 個人の市民税の納税義務者が当該年度の初日の属する年の前年中に

おいて公的年金等の支払を受けた者であり、かつ、同日において老齢等年金

給付（法第３２１条の７の２第１項の老齢等年金給付をいう。以下この節に

おいて同じ 。） の支払を受けている年齢６５歳以上の者（特別徴収の方法に

より徴収することが著しく困難であると認められる者として次に掲げるもの

を除く。以下この節において「特別徴収対象年金所得者」という 。） である

場合においては、当該納税義務者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所

得割額及び均等割額の合算額（当該納税義務者に係る均等割額を第４０条第



１項の規定により特別徴収の方法により徴収する場合においては、公的年金

等に係る所得に係る所得割額。以下この条及び第５１条において同じ 。） の

２分の１に相当する額（以下この節において「年金所得に係る特別徴収税額」

という 。） を当該年度の１０月１日から翌年の３月３１日までの間に支払わ

れる老齢等年金給付から当該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収の方法に

より徴収する。 

 ⑴ 当該年度の初日の属する年の１月１日以後引き続き市内に住所を有する

者でない者 

 ⑵ 当該年度分の老齢等年金給付の年額が1 8 万円未満である者その他の市

の行う介護保険の介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１３５条第５

項に規定する特別徴収対象被保険者でない者 

 ⑶ 特別徴収の方法により徴収することとした場合には当該年度において当

該老齢等年金給付の支払を受けないこととなると認められる者 

２ 前項の特別徴収対象年金所得者に対して課する個人の市民税のうち当該特

別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び

均等割額の合算額から年金所得に係る特別徴収税額を控除した額を第３６条

第１項の納期のうち当該年度の初日からその日の属する年の９月３０日まで

の間に到来するものにおいて普通徴収の方法により徴収する。 

 （年金所得に係る特別徴収義務者） 

第４９条 前条第１項の規定による特別徴収に係る年金所得に係る特別徴収税

額の特別徴収義務者は、当該年度の初日において特別徴収対象年金所得者に

対して特別徴収対象年金給付（法第３２１条の７の４第２項の特別徴収対象

年金給付をいう。以下この節において同じ 。） の支払をする者（以下この節

において「年金保険者」という 。） とする。 

 （年金所得に係る特別徴収税額の納入の義務） 

第５０条 年金保険者は、支払回数割特別徴収税額を徴収した月の翌月１０日

までに、その徴収した支払回数割特別徴収税額を納入しなければならない。 

２ 前項の支払回数割特別徴収税額は、当該特別徴収対象年金所得者につき、



年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から

翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別

徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額とする。 

 （年金所得に係る仮特別徴収税額等） 

第５１条 当該年度の初日の属する年の前年の１０月１日からその翌年の３月

３１日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の際、前条第２項の支

払回数割特別徴収税額を徴収されていた特別徴収対象年金所得者について、

老齢等年金給付が当該年度の初日からその日の属する年の９月３０日までの

間において支払われる場合においては、当該特別徴収対象年金所得者の前年

中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額として年金

所得に係る仮特別徴収税額（当該年度の前年度において第４８条第１項の規

定により特別徴収の方法により徴収された年金所得に係る特別徴収税額に相

当する額をいう。以下この節において同じ 。） を、当該年度の初日からその

日の属する年の９月３０日までの間において特別徴収対象年金給付の支払を

する際、特別徴収の方法により徴収する。 

２ 当該年度の初日からその日の属する年の９月３０日までの間において前項

の規定による特別徴収が行われた特別徴収対象年金所得者については、第

４８条第１項の規定の適用がある場合における同項並びに第４９条及び前条

の規定の適用にあっては、第４８条第１項中「の２分の１に相当する額」と

あるのは、「から第５１条第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額

を控除した額」とし、同条第２項の規定は、適用しない。 

３ 前２条の規定は、第１項の規定による特別徴収について準用する。この場

合において、これらの規定中「年金所得に係る特別徴収税額」とあるのは

「年金所得に係る仮特別徴収税額」と、第４９条中「前条第１項」とあるの

は「第５１条第１項」と、前条第１項及び第２項中「支払回数割特別徴収税

額」とあるのは「支払回数割仮特別徴収税額」と、同項中「の属する年の

１０月１日から翌年の３月３１日」とあるのは「からその日の属する年の９

月３０日」と読み替えるものとする。 



 （年金所得に係る特別徴収税額等の普通徴収税額への繰入れ） 

第５２条 法第３２１条の７の７第１項又は第３項（これらの規定を法第

３２１条の７の８第３項において読み替えて準用する場合を含む 。） の規定

により特別徴収の方法により徴収されないこととなった金額に相当する税額

は、その特別徴収の方法により徴収されないこととなった日以後において到

来する第３６条第１項の納期がある場合においてはそのそれぞれの納期にお

いて、その日以後に到来する同項の納期がない場合においては直ちに、普通

徴収の方法により徴収するものとする。 

２ 法第３２１条の７の７第３項（法第３２１条の７の８第３項において読み

替えて準用する場合を含む 。） の規定により年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額を特別徴収の方法により徴収されないこと

となった特別徴収対象年金所得者について、既に特別徴収義務者から市に納

入された年金所得に係る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額が

当該特別徴収対象年金所得者から徴収すべき年金所得に係る特別徴収税額又

は年金所得に係る仮特別徴収税額を超える場合（徴収すべき年金所得に係る

特別徴収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税額がない場合を含む 。） にお

いて当該特別徴収対象年金所得者の未納に係る徴収金があるときは、当該過

納又は誤納に係る税額は、法第１７条の２の規定により当該特別徴収対象年

金所得者の未納に係る徴収金に充当する。 

 （法人の市民税の申告納付） 

第５３条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第３２１条の８第１項、

第２項、第４項、第１９項、第２２項及び第２３項の規定による申告書を、

同条第１項、第２項、第４項、第１９項及び第２３項の申告納付にあっては

それぞれこれらの規定による納期限までに、同条第２２項の申告納付にあっ

ては遅滞なく市長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第１項後段及

び第３項の規定により提出があったものとみなされる申告書に係る税金を納

付書により納付しなければならない。 

２ 法の施行地に主たる事務所若しくは事業所を有する法人又は外国法人が、



法の施行地外にその源泉がある所得について、外国の法人税等を課された場

合においては、法第３２１条の８第２４項及び政令第４８条の１３に規定す

るところにより、控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法人税割

額から控除する。 

３ 法第３２１条の８第２２項の申告書（同条第２１項の規定による申告書を

含む。以下この項において同じ 。） に係る税金を納付する場合においては、

当該税金に係る同条第１項、第２項、第４項又は第１９項の納期限（納期限

の延長があったときは、その延長された納期限とする 。） の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該税額に年1 4.6 パーセント（申告書を提出

した日（同条第２３項の規定の適用がある場合で当該申告書がその提出期限

前に提出されたときは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌

日から１月を経過する日までの期間については、年7.3 パーセント）の割合

を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付書により納付しな

ければならない。 

４ 前項の場合において、法人が法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又

は第１９項の申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出され

た場合には、当該申告書の提出期限）の翌日から１年を経過する日後に同条

第２２項の申告書を提出したときは、偽りその他不正の行為により市民税を

免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更正がある

べきことを予知して当該申告書を提出した場合を除き、当該１年を経過する

日の翌日から当該申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の

適用がある場合で当該申告書がその提出期限前に提出されたときは、当該申

告書の提出期限）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除す

る。 

５ 法人税法第７４条第１項の規定により法人税に係る申告書を提出する義務

がある法人で同法第７５条の２第１項（同法第１４５条において準用する場

合を含む。以下この項及び第５６条第１項において同じ 。） の規定の適用を

受けているものについて、同法第７５条の２第７項（同法第１４５条におい



て準用する場合を含む。以下この項において同じ 。） の規定の適用がある場

合には、同法第７５条の２第７項の規定の適用に係る当該申告書に係る法人

税額の課税標準の算定期間に限り、当該法人税額を課税標準として算定した

法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額については、当該法人税額

について同条第１項の規定の適用がないものとみなして、第８条の規定を適

用することができる。 

６ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法人税に係る申告書を提出す

る義務がある法人で同法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けているも

のが、同条第４項の規定の適用を受ける場合には、当該法人及び当該法人と

の間に連結完全支配関係（同法第２条第１２号の７の７に規定する連結完全

支配関係をいう。次条第３項及び第５６条第２項において同じ 。） がある連

結子法人（同法第２条第１２号の７の３に規定する連結子法人をいう。次条

第３項及び第５６条第２項において同じ 。） （連結申告法人（同法第２条第

１６号に規定する連結申告法人をいう。第５６条第２項において同じ 。） に

限る 。） については、同法第８１条の２４第４項の規定の適用に係る当該申

告書に係る連結法人税額（法第３２１条の８第４項に規定する連結法人税額

をいう。以下この項及び第５６条第２項において同じ 。） の課税標準の算定

期間（当該法人の連結事業年度に該当する期間に限る。第５６条第２項にお

いて同じ 。） に限り、当該連結法人税額に係る個別帰属法人税額を課税標準

として算定した法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額については、

当該連結法人税額について法人税法第８１条の２４第１項の規定の適用がな

いものとみなして、第８条の規定を適用することができる。 

 （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 

第５４条 法人の市民税の納税者は、法第３２１条の１２の規定に基づく納付

の告知を受けた場合においては、当該不足税額を当該通知書の指定する期限

までに、納付書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足税額に法第３２１条の８第１項、第２項、

第４項又は第１９項の納期限（同条第２３項の申告納付に係る法人税割に係



る不足税額についても同条第１項、第２項又は第４項の納期限によるものと

し、納期限の延長があったときは、その延長された納期限とする 。） の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ、年1 4.6 パーセント（前項の納期限

までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間について

は、年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を

加算して納付書により納付しなければならない。 

３ 前項の場合において、法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による

更正の通知をした日が、法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第

１９項の申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出された場

合には、当該申告書の提出期限）の翌日から１年を経過する日後であるとき

は、偽りその他不正の行為により市民税を免れた場合を除き、当該１年を経

過する日の翌日から当該通知をした日（法人税に係る修正申告書を提出し、

又は法人税に係る更正若しくは決定がされたこと（同条第２項又は第４項の

申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合にあっては、当該連結子法人と

の間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の７の

２に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ 。） 若しくは連結

完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は

法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと）による更正に係るものにあっ

ては、当該修正申告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の

通知をした日）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

 （市民税の減免） 

第５５条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち、必要があると認

めるものに対し、市民税を減免する。 

 ⑴ 生活保護法の規定による保護を受ける者 

 ⑵ 当該年において所得が皆無となったため生活が著しく困難となった者又

はこれに準ずると認められる者 

 ⑶ 学生及び生徒 

 ⑷ 公益社団法人及び公益財団法人 



 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、特別の事由があると認められる者 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納期限前７日まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその事由を証明する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所及び氏名（法人にあっては主たる事業所の所在地、名

称及び代表者の氏名） 

 ⑵ 減免を受けようとする市民税の課された年度（法人税割にあっては、そ

の課税標準及び均等割額の算定期間）及び当該年度の税額 

 ⑶ 減免を受けようとする事由 

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合

においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 （法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞金） 

第５６条 法人税法第７４条第１項の規定により法人税に係る申告書を提出す

る義務がある法人で同法第７５条の２第１項の規定の適用を受けているもの

は、当該申告書に係る法人税額の課税標準の算定期間でその適用に係るもの

の所得に対する法人税額を課税標準として算定した法人税割額及びこれと併

せて納付すべき均等割額を納付する場合には、当該税額に、当該法人税額の

課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過した日から同項の規定によ

り延長された当該申告書の提出期限までの期間の日数に応じ、年7.3 パーセ

ントの割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付書によ

り納付しなければならない。 

２ 法人税法第８１条の２２第１項の規定により法人税に係る申告書を提出す

る義務がある法人で同法第８１条の２４第１項の規定の適用を受けているも

の及び当該法人との間に連結完全支配関係がある連結子法人（連結申告法人

に限る 。） は、当該申告書に係る連結法人税額の課税標準の算定期間でその

適用に係るものの連結所得（同法第２条第１８号の４に規定する連結所得を

いう 。） に対する連結法人税額に係る個別帰属法人税額を課税標準として算

定した法人税割額及びこれと併せて納付すべき均等割額を納付する場合には、



当該税額に、当該連結法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月

を経過した日から同項の規定により延長された当該申告書の提出期限までの

期間の日数に応じ、年7.3 パーセントの割合を乗じて計算した金額に相当す

る延滞金額を加算して納付書により納付しなければならない。 

 （退職所得の課税の特例） 

第５７条 退職手当等（所得税法第１９９条の規定により、その所得税を徴収

して納付すべきものに限る。以下この節において同じ 。） の支払を受けるべ

き日の属する年の１月１日現在において市内に住所を有する者が当該退職手

当等の支払を受ける場合には、当該退職手当等に係る所得割は、第１９条、

第２１条及び第３４条の規定にかかわらず、当該退職手当等に係る所得を他

の所得と区分し、次条から第６８条までに規定するところにより課する。 

 （分離課税に係る所得割の課税標準） 

第５８条 分離課税に係る所得割の課税標準は、その年中の退職所得の金額と

する。 

２ 前項の退職所得の金額は、所得税法第３０条第２項に規定する退職所得の

金額の計算の例により算定する。 

 （分離課税に係る所得割の税率） 

第５９条 分離課税に係る所得割の税率は、1 0 0 分の6 とする。 

 （分離課税に係る所得割の徴収の方法） 

第６０条 分離課税に係る所得割は、特別徴収の方法により徴収する。 

 （分離課税に係る特別徴収義務者の指定） 

第６１条 分離課税に係る所得割の特別徴収義務者は、当該分離課税に係る所

得割の納税義務者に対して退職手当等の支払をする者（他の市町村内におい

て退職手当等の支払をする者を含む。以下同じ 。） とする。 

 （分離課税に係る特別徴収税額の納入の義務等） 

第６２条 前条の特別徴収義務者は、退職手当等の支払をする際、その退職手

当等について分離課税に係る所得割を徴収し、その徴収の日の属する月の翌

月の１０日までに、申告書を市長に提出し、及びその納入金を市に納入しな



ければならない。 

 （分離課税に係る特別徴収税額の納期の特例） 

第６３条 第４３条から第４６条までの規定は、前条の規定により同条の納入

金を納入する場合について準用する。この場合において、第４３条中「第

４１条第１項」とあるのは「第６１条」と、「支払った給与」とあるのは

「支払った退職手当等」と、「納入」とあるのは「申告納入」と、第４５条

中「第４３条」とあるのは「第６３条において準用する第４３条」と、第

４６条中「第４３条」とあるのは「第６３条において準用する第４３条」と、

「第４２条に規定する月割額」とあるのは「第６２条の規定により徴収した

特別徴収税額」と読み替えるものとする。 

 （分離課税に係る特別徴収税額） 

第６４条 第６２条の規定により徴収すべき分離課税に係る所得割の額は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める税額とする。 

 ⑴ 退職手当等の支払を受ける者が提出した次条第１項の規定による申告書

（以下この条、次条第２項及び第６６条第１項において「退職所得申告書」

という 。） に、その支払うべきことが確定した年において支払うべきこと

が確定した他の退職手当等で既に支払がされたもの（次号及び次条第１項

において「支払済みの他の退職手当等」という 。） がない旨の記載がある

場合 その支払う退職手当等の金額について第５８条及び第５９条の規定

を適用して計算した税額 

 ⑵ 退職手当等の支払を受ける者が提出した退職所得申告書に、支払済みの

他の退職手当等がある旨の記載がある場合 その支払済みの他の退職手当

等の金額とその支払う退職手当等の金額との合計額について第５８条及び

第５９条の規定を適用して計算した税額から、その支払済みの他の退職手

当等につき第６２条の規定により徴収された又は徴収されるべき分離課税

に係る所得割の額を控除した残額に相当する税額 

２ 退職手当等の支払を受ける者がその支払を受ける時までに退職所得申告書

を提出していないときは、第６２条の規定により徴収すべき分離課税に係る



所得割の額は、その支払う退職手当等の金額について第５８条及び第５９条

の規定を適用して計算した税額とする。 

 （退職所得申告書） 

第６５条 退職手当等の支払を受ける者でその退職手当等の支払を受けるべき

日の属する年の１月１日現在において市内に住所を有する者は、その支払を

受ける時までに、申告書をその退職手当等の支払をする者を経由して、市長

に提出しなければならない。この場合において、支払済みの他の退職手当等

がある旨を記載した申告書を提出するときは、当該申告書に当該支払済みの

他の退職手当等につき法第３２８条の１４の規定により交付される特別徴収

票を添付しなければならない。 

２ 前項の場合において、退職所得申告書がその提出の際に経由すべき退職手

当等の支払をする者に受理されたときは、その退職所得申告書は、その受理

された時に市長に提出されたものとみなす。 

 （退職所得申告書の不提出に関する過料） 

第６６条 分離課税に係る所得割の納税義務者が退職所得申告書を正当な理由

がなく提出しなかった場合には、その者に対し、1 0 万円以下の過料を科す

る。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （分離課税に係る所得割の不足金額等の納入） 

第６７条 分離課税に係る所得割の特別徴収義務者は、法第３２８条の１０か

ら第３２８条の１２までに規定する場合において不足金額又は過少申告加算

金額、不申告加算金額若しくは重加算金額の納入の告知を受けたときは、こ

れらの金額を当該告知書で指定する期限までに納入書により納入しなければ

ならない。 

 （分離課税に係る所得割の普通徴収） 

第６８条 その年において退職手当等の支払を受けた者が第６４条第２項に規



定する分離課税に係る所得割の額を徴収された又は徴収されるべき場合にお

いて、その者のその年中における退職手当等の金額について第５８条及び第

５９条の規定を適用して計算した税額が当該退職手当等につき第６２条の規

定により徴収された又は徴収されるべき分離課税に係る所得割の額を超える

ときは、第６０条の規定にかかわらず、その超える金額に相当する税額を直

ちに、普通徴収の方法により徴収する。この場合において、第３６条から第

３９条までの規定は、適用しない。 

２ 前項の場合には、同項の規定により徴収すべき税額に第６２条又は第６３

条において準用する第４３条の納期限（納期限の延長があったときは、その

延長された納期限とする。以下この項において同じ 。） の翌日から納付の日

までの期間の日数に応じ、年1 4.6 パーセント（納期限までの期間又は納期

限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.3 パーセント）

の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して徴収する。 

    第２節 固定資産税 

 （固定資産税の納税義務者等） 

第６９条 固定資産税は、固定資産（土地、家屋及び償却資産を総称する。以

下この節において同じ 。） に対し、その所有者（質権又は１００年より長い

存続期間の定めのある地上権の目的である土地については、その質権者又は

地上権者とする。以下この節において同じ 。） に課する。 

２ 前項の所有者とは、土地又は家屋については、登記簿又は土地補充課税台

帳若しくは家屋補充課税台帳に所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭

和３７年法律第６９号）第２条第３項の専有部分の属する家屋（同法第４条

第２項の規定により共用部分とされた附属の建物を含む 。） については、当

該家屋に係る同法第２条第２項の区分所有者（以下「区分所有者」という 。）

とする。以下この節において同じ 。） として登記され、又は登録されている

者をいう。この場合において、所有者として登記され、若しくは登録されて

いる個人が賦課期日前に死亡しているとき、所有者として登記され、若しく

は登録されている法人が同日前に消滅しているとき、又は所有者として登記



されている法第３４８条第１項の者が同日前に所有者でなくなっているとき

は、同日において当該土地又は家屋を現に所有している者をいうものとする。 

３ 第１項の所有者とは、償却資産については、償却資産課税台帳に所有者と

して登録されている者をいう。 

４ 固定資産の所有者の所在が震災、風水害、火災その他の事由により不明で

ある場合においては、その使用者を所有者とみなして、これを固定資産課税

台帳に登録し、その者に固定資産税を課する。 

５ 家屋の附帯設備（家屋のうち附帯設備に属する部分その他法施行規則第

１０条の２の１０に規定するものを含む 。） であって、家屋の所有者以外の

者がその事業の用に供するため取り付けたものであり、かつ、当該家屋に付

合したことにより家屋の所有者が所有することとなったもの（以下この項に

おいて「特定附帯設備」という 。） については、当該取り付けた者の事業の

用に供することができる資産である場合に限り、当該取り付けた者をもって

第１項の所有者とみなし、当該特定附帯設備のうち家屋に属する部分は家屋

以外の資産とみなして固定資産税を課する。 

 （境内地等の固定資産について固定資産税の非課税の規定の適用を受けよう

とする者がすべき申告） 

第７０条 法第３４８条第２項第３号の土地又は家屋について同項本文の規定

の適用を受けようとする者は、土地については第１号、第２号及び第４号に、

家屋については第３号及び第４号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土

地又は家屋が神社、寺院又は教会の所有に属しないものである場合において

は当該土地又は家屋を当該神社、寺院又は教会に無料で使用させていること

を証明する書面を添付して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

 ⑵ 神社、寺院又は教会の設立及び境内地若しくは構内地の区域変更の年月

日 

 ⑶ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

 ⑷ 宗教法人の用に供し始めた時期 



 （教育等の用に供する固定資産について固定資産税の非課税の規定の適用を

受けようとする者がすべき申告） 

第７１条 法第３４８条第２項第９号、第９号の２又は第１２号の固定資産に

ついて同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号、

第２号及び第５号に、家屋については第３号及び第５号に、償却資産につい

ては第４号及び第５号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土地、家屋又

は償却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第

６４条第４項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若しく

は社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３１条の公的医療機関の開設者、政令第４９条の１０第１項に規定す

る医療法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型

法人（法人税法第２条第９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下この

条において同じ 。） に該当するものに限る 。） 若しくは一般財団法人（非営

利型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行政法人労働者健康

福祉機構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは国家公務員共

済組合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、

歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療法士の養成

所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置する

もの、公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭

和２６年法律第２８５号）第２条第１項の博物館（以下「博物館」という 。）

を設置するもの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術の研究を目的

とするもの（以下この条において「学校法人等」という 。） の所有に属しな

いものである場合においては、当該土地、家屋又は償却資産を当該学校法人

等に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、市長に提出しな

ければならない。 

 ⑴ 土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

 ⑵ 学校若しくは図書館の設立、養成所の指定、博物館の登録若しくは学術

の研究を目的とする法人の登記の年月日又は当該学校、図書館、養成所、



博物館若しくは学術の研究を目的とする法人の用に供する土地の区域変更

の年月日 

 ⑶ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

 ⑷ 償却資産の所在、種類及び数量並びにその用途 

 ⑸ 直接保育若しくは教育の用に供し始めた時期、直接寄宿舎の用に供し始

めた時期、直接図書館の用に供し始めた時期、直接博物館の用に供し始め

た時期又は直接学術の研究の用に供し始めた時期 

 （社会福祉事業等の用に供する固定資産について固定資産税の非課税の規定

の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第７２条 法第３４８条第２項第１０号から第１０号の７までの固定資産につ

いて同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号、

第２号及び第５号に、家屋については第３号及び第５号に、償却資産につい

ては第４号及び第５号に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなけれ

ばならない。この場合において、当該固定資産が同項第１０号から第１０号

の７までに規定する事業又は施設（以下この条において「社会福祉事業等」

という 。） を経営する者の所有に属しないものである場合においては、当該

固定資産を当該社会福祉事業等を経営する者に無料で使用させていることを

証明する書面を添付しなければならない。 

 ⑴ 土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

 ⑵ 社会福祉事業等の開始若しくは設立及び当該社会福祉事業等の用に供す

る土地の区域変更の年月日 

 ⑶ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

 ⑷ 償却資産の所在、種類及び数量並びにその用途 

 ⑸ 社会福祉事業等の用に供し始めた時期 

 （病院等の用に供する固定資産について固定資産税の非課税の規定の適用を

受けようとする者がすべき申告） 

第７３条 法第３４８条第２項第１１号の３及び第１１号の４の固定資産につ

いて同項本文の規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及



び第４号に、家屋については第２号及び第４号に、償却資産については第３

号及び第４号に掲げる事項を記載した申告書を、市長に提出しなければなら

ない。 

 ⑴ 土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

 ⑵ 家屋の所在 ､ 家屋番号 ､ 種類 ､ 構造及び床面積並びにその用途 

 ⑶ 償却資産の所在、種類及び数量並びにその用途 

 ⑷ 直接病院等又は家畜診療所の用に供し始めた時期 

 （救急医療等確保事業に係る業務の用に供する固定資産について固定資産税

の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第７４条 法第３４８条第２項第１１号の５の固定資産について同項本文の規

定の適用を受けようとする者は、土地については第１号及び第４号に、家屋

については第２号及び第４号に、償却資産については第３号及び第４号に掲

げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。この場合にお

いて、当該固定資産が社会医療法人の所有に属しないものである場合におい

ては、当該固定資産を社会医療法人に無料で使用させていることを証明する

書面を添付しなければならない。 

 ⑴ 土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

 ⑵ 家屋の所在 ､ 家屋番号 ､ 種類 ､ 構造及び床面積並びにその用途 

 ⑶ 償却資産の所在、種類及び数量並びにその用途 

 ⑷ 直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供し始めた時期 

 （固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくなった固定資産の所有者がす

べき申告） 

第７５条 法第３４８条第２項第３号、第９号から第１０号の７まで、第１１

号の３から第１１号の５まで又は第１２号の固定資産として同項本文の規定

の適用を受けていた固定資産について、それぞれ当該各号に掲げる用途に供

しないこととなった場合又は有料で使用させることとなった場合においては、

当該固定資産の所有者は、その旨を直ちに市長に申告しなければならない。 

 （非課税の固定資産に対する有料貸付者の納税義務） 



第７６条 固定資産を有料で借り受けた者がこれを法第３４８条第２項に掲げ

る固定資産として使用する場合においては、当該固定資産の所有者に対し固

定資産税を課する。 

 （固定資産税の課税標準） 

第７７条 基準年度（昭和３１年度及び昭和３３年度並びに昭和３３年度から

起算して３年度又は３の倍数の年度を経過するごとの年度をいう。以下同

じ 。） に係る賦課期日に所在する土地又は家屋（以下「基準年度の土地又は

家屋」という 。） に対して課する基準年度の固定資産税の課税標準は、当該

土地又は家屋の基準年度に係る賦課期日における価格（以下「基準年度の価

格」という 。） で土地課税台帳若しくは土地補充課税台帳（以下「土地課税

台帳等」という 。） 又は家屋課税台帳若しくは家屋補充課税台帳（以下「家

屋課税台帳等」という 。） に登録されたものとする。 

２ 基準年度の土地又は家屋に対して課する第２年度（基準年度の翌年度をい

う。以下同じ 。） の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に係る基準

年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価格で土地課税台帳等又は家屋

課税台帳等に登録されたものとする。ただし、基準年度の土地又は家屋につ

いて第２年度の固定資産税の賦課期日において地目の変換、家屋の改築若し

くは損壊その他これらに類する特別の事情があるため又は他の市町村の区域

の全部若しくは一部を編入したため、基準年度の固定資産税の課税標準の基

礎となった価格によることが不適当であるか又は市内を通じて固定資産税の

課税上著しく均衡を失すると市長が認める場合においては、当該土地又は家

屋に対して課する第２年度の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に

類似する土地又は家屋の基準年度の価格に比準する価格で土地課税台帳等又

は家屋課税台帳等に登録されたものとする。 

３ 基準年度の土地又は家屋に対して課する第３年度（第２年度の翌年度をい

う。以下同じ 。） の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に係る基準

年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価格（第２年度において前項た

だし書に掲げる事情があったため、同項ただし書の規定により当該土地又は



家屋に対して課する第２年度の固定資産税の課税標準とされた価格がある場

合においては、当該価格とする。以下この項において同じ 。） で土地課税台

帳等又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。ただし、基準年度の土地

又は家屋について第３年度の固定資産税の賦課期日において地目の変換、家

屋の改築若しくは損壊その他これらに類する特別の事情があるため又は他の

市町村の区域の全部若しくは一部を編入したため、基準年度の固定資産税の

課税標準の基礎となった価格によることが不適当であるか又は市内を通じて

固定資産税の課税上著しく均衡を失すると市長が認める場合においては、当

該土地又は家屋に対して課する第３年度の固定資産税の課税標準は、当該土

地又は家屋に類似する土地又は家屋の基準年度の価格に比準する価格で土地

課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。 

４ 第２年度において新たに固定資産税を課することとなる土地又は家屋（以

下「第２年度の土地又は家屋」という 。） に対して課する第２年度の固定資

産税の課税標準は、当該土地又は家屋に類似する土地又は家屋の基準年度の

価格に比準する価格で土地課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録されたもの

とする。 

５ 第２年度の土地又は家屋に対して課する第３年度の固定資産税の課税標準

は、当該土地又は家屋に係る第２年度の固定資産税の課税標準の基礎となっ

た価格で土地課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。ただ

し、第２年度の土地又は家屋について第３年度の固定資産税の賦課期日にお

いて地目の変換、家屋の改築若しくは損壊その他これらに類する特別の事情

があるため又は他の市町村の区域の全部若しくは一部を編入したため、第２

年度の固定資産税の課税標準の基礎となった価格によることが不適当である

か又は市内を通じて固定資産税の課税上著しく均衡を失すると市長が認める

場合においては、当該土地又は家屋に対して課する第３年度の固定資産税の

課税標準は、当該土地又は家屋に類似する土地又は家屋の基準年度の価格に

比準する価格で土地課税台帳等又は家屋課税台帳等に登録されたものとする。 

６ 第３年度において新たに固定資産税を課することとなる土地又は家屋に対



して課する第３年度の固定資産税の課税標準は、当該土地又は家屋に類似す

る土地又は家屋の基準年度の価格に比準する価格で土地課税台帳等又は家屋

課税台帳等に登録されたものとする。 

７ 償却資産に対して課する固定資産税の課税標準は、賦課期日における当該

償却資産の価格で償却資産課税台帳に登録されたものとする。 

８ 法第３４９条の３、第３４９条の４又は第３４９条の５の規定の適用を受

ける固定資産に対して課する固定資産税の課税標準は、前各項の規定にかか

わらず、法第３４９条の３、第３４９条の４又は第３４９条の５に規定する

額とする。 

９ 住宅用地（法第３４９条の３の２第１項に規定する住宅用地をいう。以下

この条及び第９４条において同じ 。） に対して課する固定資産税の課税標準

は、第１項から第６項まで及び法第３４９条の３第１２項の規定にかかわら

ず、当該住宅用地に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の

額とする。 

１０ 小規模住宅用地（法第３４９条の３の２第２項に規定する小規模住宅用

地をいう。以下この項において同じ 。） に対して課する固定資産税の課税標

準は、第１項から第６項まで及び前項並びに法第３４９条の３第１２項の規

定にかかわらず、当該小規模住宅用地に係る固定資産税の課税標準となるべ

き価格の６分の１の額とする。 

 （固定資産税の税率） 

第７８条 固定資産税の税率は、1 0 0 分の1.4 とする。 

 （固定資産税の免税点） 

第７９条 同一の者についてその者の所有に係る土地、家屋又は償却資産に対

して課する固定資産税の課税標準となるべき額が土地にあっては3 0 万円、

家屋にあっては2 0 万円、償却資産にあっては1 5 0 万円に満たない場合に

おいては、固定資産税を課さない。 

 （区分所有に係る家屋に関する補正の方法の申出） 

第８０条 法施行規則第１５条の３第２項の規定による補正の方法の申出は、



当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月３１日までに次に掲げる事項

を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。 

 ⑴ 代表者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

 ⑶ 区分所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称並びに各区分所有者の家

屋の区分所有者全員の共有に属する共用部分に係る建物の区分所有等に関

する法律第１４条第１項から第３項までの規定による割合 

 ⑷ 補正の方法 

２ 前項の申出書には、当該申出が当該区分所有者全員の協議に基づくもので

ある旨を証する書類を添付しなければならない。 

 （法第３５２条の２第５項及び第６項の規定による固定資産税額のあん分の

申出） 

第８１条 法第３５２条の２第５項の規定による同条第１項第１号に掲げる要

件に該当する同項に規定する共用土地で同項第２号に掲げる要件に該当しな

いものに係る固定資産税額のあん分の申出は、同項に規定する共用土地納税

義務者の代表者が毎年１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申出書を

市長に提出して行わなければならない。 

 ⑴ 代表者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 共用土地の所在 ､ 地番 ､ 地目及び地積並びにその用途 

 ⑶ 共用土地に係る区分所有に係る家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び

床面積並びにその用途 

 ⑷ 各共用土地納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称、各共用土地

納税義務者の共用土地に係る区分所有に係る家屋の区分所有者全員の共有

に属する共用部分に係る建物の区分所有等に関する法律第１４条第１項か

ら第３項までの規定による割合並びに当該各共用土地納税義務者の当該共

用土地に係る持分の割合 

 ⑸ 法第３５２条の２第１項の規定によりあん分する場合に用いられる割合

に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 



２ 法第３５２条の２第６項に規定する特定被災共用土地（以下この項及び次

項において「特定被災共用土地」という 。） に係る固定資産税額のあん分の

申出は、同条第６項に規定する特定被災共用土地納税義務者（第５号及び次

項において「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が法第

３４９条の３の３第１項に規定する被災年度（第３号及び第９５条において

「被災年度」という 。） の翌年度又は翌々年度（法第３４９条の３の３第１

項に規定する避難の指示等（第９５条において「避難の指示等」という 。）

が行われた場合において、法第３４９条の３の３第１項に規定する避難等解

除日（以下この項及び第９５条において「避難等解除日」という 。） の属す

る年が法第３４９条の３の３第１項に規定する被災年（第９５条において

「被災年」という 。） の翌年以後の年であるときは、当該被災年度の翌年度

から避難等解除日の属する年の１月１日以後３年を経過する日を賦課期日と

する年度までの各年度）の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事

項を記載し、かつ、第４号に掲げる事実を証する書類を添付した申出書を市

長に提出して行わなければならない。 

 ⑴ 代表者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

 ⑶ 特定被災共用土地に係る法第３５２条の２第３項に規定する被災区分所

有家屋（次号において「被災区分所有家屋」という 。） の被災年度に係る

賦課期日における所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

 ⑷ 特定被災共用土地に係る被災区分所有家屋が滅失し、又は損壊した原因

となった震災等（法第３４９条の３の３第１項に規定する震災等をいう。

第９５条第１項第４号において同じ 。） の発生した日時及びその詳細 

 ⑸ 各特定被災共用土地納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称並び

に当該各特定被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分

の割合 

 ⑹ 法第３５２条の２第３項の規定によりあん分する場合に用いられる割合

に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 



３ 前２項の申出書には、当該申出が当該共用土地納税義務者又は特定被災共

用土地納税義務者全員の合意に基づくものである旨を証する書類を添付しな

ければならない。 

 （固定資産税の納税管理人） 

第８２条 固定資産税の納税義務者は、市内に住所、居所、事務所又は事業所

（以下この項において「住所等」という 。） を有しない場合においては、市

内に住所等を有する者（個人にあっては、独立の生計を営む者に限る 。） の

うちから納税管理人を定め、これを定める必要が生じた日から１０日以内に

納税管理人申告書を市長に提出し、又は市外に住所等を有する者（個人にあ

っては、独立の生計を営む者に限る 。） のうち納税に関する一切の事項の処

理につき便宜を有するものを納税管理人として定めることについて納税管理

人承認申請書を市長に同日から１０日以内に提出してその承認を受けなけれ

ばならない。納税管理人を変更し、又は変更しようとする場合その他納税管

理人申告書又は納税管理人承認申請書に記載した事項に異動を生じた場合に

おいても、また、同様とし、その提出の期限は、その異動を生じた日から

１０日を経過した日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る固定

資産税の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出してその

認定を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。この場合におい

て、当該申請書に記載した事項に異動を生じたときは、その異動を生じた日

から１０日以内にその旨を市長に届け出なければならない。 

 （固定資産税の納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第８３条 前条第２項の認定を受けていない固定資産税の納税義務者で同条第

１項の承認を受けていないものが同項の規定により申告すべき納税管理人に

ついて正当な事由がなく申告をしなかった場合においては、その者に対し、

1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期



限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （固定資産税の賦課期日） 

第８４条 固定資産税の賦課期日は、当該年度の初日の属する年の１月１日と

する。 

 （固定資産税の納期） 

第８５条 固定資産税の納期は、次のとおりとする。 

  第１期 ４月１日から同月３０日まで 

  第２期 ７月１日から同月３１日まで 

  第３期 １１月１日から同月３０日まで 

  第４期 翌年１月１日から同月３１日まで 

２ 市長は、特別の事情がある場合において前項の納期により難いと認められ

るときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることができる。 

３ 固定資産税額（次条第４項の規定により都市計画税を併せて徴収する場合

においては、固定資産税額と都市計画税額との合算額とする 。） が3,9 0 0 

円以下の金額であるものについては、前２項の規定にかかわらず、当該各項

の規定により定められた納期のうち納税通知書で指定する一の納期において、

当該固定資産税額の全額を徴収する。 

４ 次条第２項の規定により徴収する固定資産税の納期は、前３項の規定にか

かわらず、納税通知書の定めるところによる。 

 （固定資産税の徴収の方法） 

第８６条 固定資産税は、普通徴収の方法により徴収する。 

２ 法第３６４条第５項の固定資産について同条第２項の納税通知書の交付期

限までに当該固定資産に係る法第３８９条第１項の規定による通知が行われ

なかった場合においては、当該固定資産に係る同法第３６４条第５項の仮算

定税額（以下この項において「仮算定税額」という 。） を当該年度の納期の

数で除して得た額（市長が必要と認める場合においては、当該仮算定税額を

当該年度の納期の数で除して得た額の範囲内において市長が定める額とす

る 。） を、それぞれの納期において、当該固定資産に係る固定資産税として



徴収する。 

３ 前項の規定により固定資産税を賦課した後において法第３８９条第１項の

規定による通知が行われ、当該通知に基づいて算定した当該年度分の固定資

産税額（以下この項において「本算定税額」という 。） に既に賦課した固定

資産税額が満たない場合においては、当該通知が行われた日以後の納期にお

いてその不足税額を徴収し、既に徴収した固定資産税額が本算定税額を超え

る場合においては、法第１７条又は第１７条の２の規定の例により、その過

納額を還付し、又は当該納税義務者の未納に係る徴収金に充当する。 

４ 第１項の規定により固定資産税を賦課し、及び徴収する場合においては、

当該納税者に係る都市計画税を併せて賦課し、及び徴収する。 

 （固定資産税の納税通知書） 

第８７条 第８５条第３項の規定により固定資産税額の全額を一の納期におい

て徴収する場合を除き、固定資産税の納税通知書に記載すべき各納期の納付

額は、当該年度分の固定資産税額及び都市計画税額をその納期の数で除して

得た額とする。 

 （固定資産税の納期前の納付） 

第８８条 固定資産税の納税者は、納税通知書に記載された納付額のうち到来

した納期に係る納付額に相当する金額の税金を納付しようとする場合におい

ては、当該納期の後の納期に係る納付額に相当する金額の税金を併せて納付

することができる。 

 （固定資産税の減免） 

第８９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち、必要があ

ると認めるものについては、その所有者に対して課する固定資産税を減免す

る。 

 ⑴ 災害により著しくその価格を減じた固定資産 

 ⑵ 生活保護法の規定による保護を受ける者の所有する固定資産 

 ⑶ 公益のために直接専用する固定資産（有料で使用するものを除く 。）  

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、特別の事由があると認められる固定資産 



２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限前７日

までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由

を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 土地にあっては、その所在、地番、地目及び地積並びに価格 

 ⑶ 家屋にあっては、その所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに価

格 

 ⑷ 償却資産にあっては、その所在、種類及び数量並びに価格 

 ⑸ 減免を受けようとする事由及び前項第１号に該当する固定資産にあって

は、その被害の状況 

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した

場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 （申請又は申告をしなかったことによる固定資産税の不足税額及び延滞金の

徴収） 

第９０条 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第３６条、第３７条第

１項若しくは第２項、第４２条、第４７条第１項、第５１条第１項（共用部

分である旨の登記又は団地共用部分である旨の登記がある建物の場合に係る

部分を除く。）、第２項若しくは第３項若しくは第５７条の規定により登記所

に登記の申請をする義務がある者又は法第３８３条の規定により市長に申告

する義務がある者がそのすべき申請若しくは申告をしなかったこと又は虚偽

の申請若しくは申告をしたことにより法第４１７条第１項の規定により当該

固定資産の価格を決定し、又は修正したことに基づいてその者に係る固定資

産税額に不足税額があることを発見した場合並びに法第４１７条第２項及び

法第７４３条第２項の規定により通知を受けた場合においては、直ちにそ

の不足税額のうちその決定があった日までの納期に係る分（次項において

「不足税額」という 。） を追徴する。 

２ 前項の場合においては、不足税額をその決定があった日までの納期の数で

除して得た額に、納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納



期限とする 。） の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年1 4.6 パー

セント（当該不足税額に係る納税通知書において納付すべきこととされる日

までの期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期間については、

年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算

して徴収する。 

 （固定資産に関する地籍図等の備付け） 

第９１条 市長は、地籍図、土地使用図、土壌分類図及び家屋見取図並びに固

定資産売買記録簿その他固定資産の評価に関して必要な資料を備えるものと

する。 

 （固定資産課税台帳の閲覧の手数料） 

第９２条 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳の閲覧の手数料は、

松戸市手数料条例で定めるところによる。ただし、法第４１６条第３項又は

第４１９条第８項の規定により公示した期間において納税義務者の閲覧に供

する場合にあっては、手数料を徴しない。 

２ 前項の閲覧の回数の計算については、閲覧に供する事項等を基準として規

則で定める。 

 （固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手数料） 

第９３条 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳に記載されている事

項の証明書の交付手数料は、松戸市手数料条例で定めるところによる。 

２ 前項の証明書の枚数の計算については、年度、証明事項等を基準として規

則で定める。 

 （住宅用地の申告） 

第９４条 賦課期日において、住宅用地を所有する者は、当該年度の前年度に

係る賦課期日から引き続き当該住宅用地を所有し、かつ、その申告すべき事

項に異動がない場合を除き、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに

次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 住宅用地の所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 住宅用地の所在、地番及び地積 



 ⑶ 住宅用地の上に存する家屋の所在、所有者、家屋番号、種類、構造、用

途、床面積、居住の用に供する部分の床面積及び居住の用に供した年月日

並びにその上に存する法第３４９条の３の２第２項に規定する住居の数 

 ⑷ その他市長が必要と認める事項 

２ 当該年度に係る賦課期日において住宅用地から住宅用地以外の土地への変

更があり、かつ、当該年度の前年度に係る賦課期日から引き続き当該土地を

所有している場合には、当該土地の所有者は、その旨を市長に申告しなけれ

ばならない。 

 （被災住宅用地の申告） 

第９５条 法第３４９条の３の３第１項（同条第２項において準用する場合を

含む。第５号及び次項において同じ 。） の規定の適用を受けようとする者は、

被災年度の翌年度又は翌々年度（避難の指示等が行われた場合において、避

難等解除日の属する年が被災年の翌年以後の年であるときは、当該被災年度

の翌年度から避難等解除日の属する年の１月１日以後３年を経過する日を賦

課期日とする年度までの各年度）の初日の属する年の１月３１日までに次に

掲げる事項を記載し、かつ、第４号に掲げる事実を証する書類を添付した申

告書を市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称並びに当該納税義務者が

政令第５２条の１３第１項第３号から第５号まで又は第３項第３号から第

５号までに掲げる者である場合にあっては、同条第１項第１号若しくは第

２号又は第３項第１号若しくは第２号に掲げる者との関係 

 ⑵ 法第３４９条の３の３第１項に規定する被災住宅用地（以下この号及び

次号において「被災住宅用地」という 。） の被災年度に係る賦課期日にお

ける所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称並びに当該被災住宅用地の

所在、地番及び地積 

 ⑶ 被災住宅用地の上に被災年度に係る賦課期日において存した家屋の所有

者及び家屋番号 

 ⑷ 前号に規定する家屋が滅失し、又は損壊した原因となった震災等の発生



した日時及びその詳細 

 ⑸ 当該年度に係る賦課期日において法第３４９条の３の３第１項の規定の

適用を受けようとする土地を法第３４９条の３の２第１項に規定する家屋

の敷地の用に供する土地として使用することができない理由 

 ⑹ その他市長が必要と認める事項 

２ 法第３４９条の３の３第１項の規定の適用を受ける土地に係る被災年度の

翌年度分又は翌々年度分（避難の指示等が行われた場合において、避難等解

除日の属する年が被災年の翌年以後の年であるときは、当該被災年度の翌年

度から避難等解除日の属する年の１月１日以後３年を経過する日を賦課期日

とする年度までの各年度分）の固定資産税については、前条の規定は、適用

しない。 

 （固定資産に係る不申告に関する過料） 

第９６条 法第３８６条に規定する固定資産の所有者が第９４条又は法第

３８３条の規定により申告すべき事項について正当な事由がなく申告をしな

かった場合においては、その者に対し、1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （固定資産評価員の設置） 

第９７条 固定資産評価員の数は、１人とする。 

 （固定資産評価審査委員会の設置） 

第９８条 固定資産課税台帳に登録された価格（法第３８９条第１項、第

４１７条第２項又は第７４３条第１項若しくは第２項の規定により知事又は

総務大臣が決定し、又は修正し、市長に通知したものを除く 。） に関する不

服を審査決定するために、松戸市固定資産評価審査委員会を置く。 

 （固定資産評価審査委員会の委員の定数） 

第９９条 松戸市固定資産評価審査委員会の委員の定数は、３人とする。 

    第３節 軽自動車税 



 （軽自動車税の納税義務者等） 

第１００条 軽自動車税は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び

二輪の小型自動車（以下この節において「軽自動車等」という 。） に対し、

その所有者に課する。 

２ 軽自動車等の売買があった場合において、売主が当該軽自動車等の所有権

を留保しているときは、軽自動車税の賦課徴収については、買主を当該軽自

動車等の所有者とみなす。 

３ 軽自動車等の所有者が法第４４３条第１項の規定により軽自動車税を課す

ることができない者である場合においては、その使用者に課する。ただし、

公用又は公共の用に供するものについては、これを課さない。 

 （日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の非課税の範囲） 

第１０１条 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の事業

の用に供するもので、救急用のものに対しては、軽自動車税を課さない。 

 （軽自動車税の課税免除） 

第１０２条 商品であって使用しない軽自動車等に対しては、軽自動車税を課

さない。 

 （軽自動車税の税率） 

第１０３条 軽自動車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等の区分に応じ、

１台につき、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 原動機付自転車 

  ア 総排気量が0.0 5 リットル以下のもの又は定格出力が0.6 キロワット

以下のもの（エに掲げるものを除く 。）  年額 2,0 0 0 円 

  イ 二輪のもので、総排気量が0.0 5 リットルを超え、0.0 9 リットル以

下のもの又は定格出力が0.6 キロワットを超え、0.8 キロワット以下の

もの 年額 2,0 0 0 円 

  ウ 二輪のもので、総排気量が0.0 9 リットルを超えるもの又は定格出力

が0.8 キロワットを超えるもの 年額 2,4 0 0 円 

  エ 三輪以上のもの（車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を有する



ものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が0.5 メートル以下であ

るもの及び側面が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距が0.5 

メートル以下の三輪のものを除く 。） で、総排気量が0.0 2 リットルを

超えるもの又は定格出力が0.2 5 キロワットを超えるもの 年額 

3,7 0 0 円 

 ⑵ 軽自動車及び小型特殊自動車 

  ア 軽自動車 

二輪のもの（側車付のものを含む 。）  年額 3,6 0 0 円 

三輪のもの 年額 3,9 0 0 円 

四輪以上のもの 

乗用のもの 

営業用 年額 6,9 0 0 円 

自家用 年額 1 0,8 0 0 円 

貨物用のもの 

営業用 年額 3,8 0 0 円 

自家用 年額 5,0 0 0 円 

  イ 小型特殊自動車 

   農耕作業用自動車（刈取脱穀作業用自動車を含む。） 年額 2,4 0 0 

円 

   その他のもの 年額 5,9 0 0 円 

 ⑶ 二輪の小型自動車 年額 6,0 0 0 円 

 （軽自動車税の賦課期日及び納期） 

第１０４条 軽自動車税の賦課期日は、４月１日とする。 

２ 軽自動車税の納期は、５月１１日から同月３１日までとする。 

３ 市長は、特別の事情がある場合において前項の納期により難いと認めると

きは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることができる。 

 （軽自動車税の徴収の方法） 

第１０５条 軽自動車税は、普通徴収の方法により徴収する。 



 （軽自動車税に関する申告又は報告） 

第１０６条 軽自動車税の納税義務者である軽自動車等の所有者又は使用者

（以下この節において「軽自動車等の所有者等」という 。） は、軽自動車等

の所有者等となった日から１５日以内に、申告書及びその者の住所又は所在

地を証明すべき書類を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申告書を提出した者は、当該申告事項について変更があった場合に

おいては、その事由が生じた日から１５日以内に、当該変更があった事項に

ついて、申告書を市長に提出しなければならない。ただし、次項の規定によ

り申告書を提出すべき場合については、この限りでない。 

３ 軽自動車等の所有者等でなくなった者は、軽自動車等の所有者等でなくな

った日から３０日以内に、申告書を市長に提出しなければならない。 

４ 第１００条第２項に規定する軽自動車等の売主は、市長から当該軽自動車

等の買主の住所若しくは居所又は所在地が不明であることを理由として次に

掲げる事項の請求があった場合には、当該請求のあった日から１５日以内に、

市長に報告をしなければならない。 

 ⑴ 当該軽自動車等の買主の住所若しくは居所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 当該軽自動車等の買主の勤務先又は事務所若しくは事業所の所在地及び

名称 

 ⑶ 当該軽自動車等に係る賦払金の支払場所 

 ⑷ 当該軽自動車等の所有権を当該軽自動車等の買主へ移転する旨の通知の

発送の有無 

 ⑸ 当該軽自動車等の占有の有無 

 ⑹ その他市長が必要と認める事項 

 （軽自動車税に係る不申告等に関する過料） 

第１０７条 軽自動車等の所有者等又は第１００条第２項に規定する軽自動車

等の売主が前条の規定により申告し、又は報告すべき事項について正当な理

由がなく申告又は報告をしなかった場合においては、その者に対し、1 0 万

円以下の過料を科する。 



２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （軽自動車税の減免） 

第１０８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する軽自動車等のうち、必要

があると認めるものについては、その軽自動車等の所有者等に対して課する

軽自動車税を減免する。 

 ⑴ 生活保護法の規定による保護を受ける者が所有し、又は使用する軽自動

車等 

 ⑵ 公益のため直接専用する軽自動車等 

 ⑶ 前２号に定めるもののほか、特別の事由があると認められる軽自動車等 

２ 前項の規定により軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期限前７日

までに、当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次に掲げる

事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

 ⑴ 軽自動車等の種別 

 ⑵ 軽自動車等の所有者等の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑶ 主たる定置場 

 ⑷ 原動機の型式 

 ⑸ 原動機の総排気量又は定格出力 

 ⑹ 用途 

 ⑺ 形状 

 ⑻ 車両番号又は標識番号 

３ 第１項の規定により軽自動車税の減免を受けた者は、その事由が消滅した

場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 （身体障害者等に対する軽自動車税の減免） 

第１０９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する軽自動車等のうち、必要

があると認めるものについては、その軽自動車等の所有者等に対して課する



軽自動車税を減免する。ただし、第１号に該当する軽自動車等にあっては、

同号に掲げる者が法第１６２条の規定による道府県の条例の定めるところに

より身体障害者等に対する自動車税の減免を受ける自動車を有する場合を除

く。 

⑴ 身体に障害を有し歩行が困難な者（以下「身体障害者」という 。） 又は

精神に障害を有し歩行が困難な者（以下「精神障害者」という 。） が所有

する軽自動車等（身体障害者又は精神障害者と生計を一にする者が所有す

る軽自動車等を含む 。） で、当該身体障害者、当該身体障害者又は精神障

害者（以下「身体障害者等」という 。） のために当該身体障害者等と生計

を一にする者又は当該身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯

の者に限る 。） のために当該身体障害者等（身体障害者等のみで構成され

る世帯の者に限る 。） を常時介護する者が運転するもの。ただし、身体障

害者等に係る軽自動車等が２台以上ある場合は、当該軽自動車等のうち１

台に限るものとする。 

⑵ その構造が専ら身体障害者等の利用に供するためのものである軽自動車

等 

２ 前項第１号の規定により軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期限

前７日までに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３

号）第１５条の規定により交付された身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法

（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受

けている者で身体障害者手帳の交付を受けていないものにあっては、戦傷病

者手帳とする。以下この項において「身体障害者手帳」という。）、厚生労働

大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下この項において「療育

手帳」という 。） 又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５

年法律第１２３号）第４５条の規定により交付された精神障害者保健福祉手

帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」という 。） 及び道路交

通法（昭和３５年法律第１０５号）第９２条の規定により交付された身体障

害者又は身体障害者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体障害



者等のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護する者の運転免許証

（以下この項において「運転免許証」という 。） を提示するとともに、次に

掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添付

して、提出しなければならない。 

⑴ 減免を受ける者の氏名及び住所並びに減免を受ける者が身体障害者等と

生計を一にする者である場合には、当該身体障害者等との関係 

⑵ 身体障害者等の氏名及び住所 

⑶ 軽自動車等を運転する者の氏名及び住所並びに身体障害者等との関係 

⑷ 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の番号、交付年

月日、障害名及び障害の程度 

⑸ 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期限並びに運転免許の種類及び

条件が付されている場合にはその条件 

⑹ 軽自動車等の車両番号、主たる定置場、種別、用途及び使用目的 

３ 第１項第２号の規定により軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期

限前７日までに、市長に対して、当該軽自動車等の提示（当該軽自動車等の

提示に代わるものと市長が認める書類の提出がある場合には、当該書類の提

出）をするとともに、前条第２項各号に掲げる事項を記載した申請書を提出

しなければならない。 

４ 前条第３項の規定は、第１項の規定により軽自動車税の減免を受けている

者について準用する。 

 （原動機付自転車及び小型特殊自動車の標識の交付等） 

第１１０条 新たに原動機付自転車又は小型特殊自動車に係る軽自動車等の所

有者等となった者は、市長に対し、第１０６条第１項の申告書を提出する際、

標識交付申請書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の

提示（当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提示に代わるものと市長が

認める書類の提出がある場合には、当該書類の提出。次項において同じ 。）

をして、その車体に取り付けるべき標識の交付を受けなければならない。 

２ 法第４４３条並びに第１００条第３項ただし書、第１０１条及び第１０２



条の規定により軽自動車税を課さない原動機付自転車又は小型特殊自動車の

所有者又は使用者は、その主たる定置場が、市内に所在することとなったと

きは、その事由が発生した日から１５日以内に、市長に対し、標識交付申請

書を提出し、かつ、当該原動機付自転車又は小型特殊自動車の提示をして、

その車体に取り付けるべき標識の交付を受けなければならない。軽自動車税

を課されるべき原動機付自転車又は小型特殊自動車が法第４４３条並びに第

１００条第３項ただし書、第１０１条及び第１０２条の規定により軽自動車

税を課されないこととなったときにおける当該原動機付自転車又は小型特殊

自動車の所有者又は使用者についても、また、同様とする。 

３ 市長は、前２項の規定により標識を交付する場合においては、その標識に

表示する標識番号を指定するとともに、その旨を記載した証明書を交付する

ものとする。 

４ 第１項及び第２項の標識のひな型並びに前項の証明書の様式は、規則で定

めるところによる。 

５ 第１項又は第２項の規定により交付を受けた標識は、次項の規定により返

納するまでの間は、市長の指示に従い、これを当該原動機付自転車又は小型

特殊自動車の車体の見やすい箇所に常に取り付けていなければならない。 

６ 第１項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた後において当該原動機付

自転車又は小型特殊自動車に係る軽自動車等の所有者等でなくなった者は、

市長に対し、第１０６条第３項の申告書を提出する際、当該申告書に添えて、

その標識及び証明書を返納しなければならない。 

７ 第２項の標識及び第３項の証明書の交付を受けた者は、当該原動機付自転

車若しくは小型特殊自動車の主たる定置場が市内に所在しないこととなった

とき、当該原動機付自転車若しくは小型特殊自動車を所有し、若しくは使用

しないこととなったとき又は当該原動機付自転車若しくは小型特殊自動車に

対して軽自動車税が課されることとなったときは、その事由が発生した日か

ら１５日以内に、市長に対し、その標識及び証明書を返納しなければならな

い。 



８ 第１項又は第２項の標識の交付を受けた者は、その標識を毀損し、若しく

は亡失し、又は標識がま滅したときは、直ちにその旨を市長に届け出て、そ

の再交付を受けなければならない。この場合において、当該標識の毀損又は

亡失がその者の故意又は過失に基づくときは、弁償金として標識１枚につき

2 0 0 円を納めなければならない。 

９ 第１項又は第２項の標識は、これを譲渡し、貸し付け、又は不正使用して

はならない。 

    第４節 市たばこ税 

 （市たばこ税の納税義務者等） 

第１１１条 市たばこ税（以下「たばこ税」という 。） は、製造たばこの製造

者、特定販売業者又は卸売販売業者（以下この節において「卸売販売業者等」

という 。） が製造たばこを市内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡す

場合（当該小売販売業者が卸売販売業者等である場合においては、その卸売

販売業者等に卸売販売用として売り渡すときを除く 。） において、当該売渡

しに係る製造たばこに対し、当該売渡しを行う卸売販売業者等に課する。 

２ たばこ税は、前項に規定する場合のほか、卸売販売業者等が製造たばこに

つき、卸売販売業者等及び小売販売業者以外の者（以下この節において「消

費者等」という 。） に売渡しをし、又は消費その他の処分（以下この節にお

いて「消費等」という 。） をする場合においては、当該売渡し又は消費等に

係る製造たばこに対し、当該売渡し又は消費等に係る製造たばこを直接管理

する事務所又は事業所が市内に所在する卸売販売業者等に課する。 

 （卸売販売業者等の売渡し又は消費等とみなす場合） 

第１１２条 卸売販売業者等が、小売販売業者又は消費者等からの買受けの委

託により他の卸売販売業者等から製造たばこの売渡しを受けた場合において、

当該卸売販売業者等が当該委託をした者に当該製造たばこの引渡しをしたと

きは、当該卸売販売業者等が当該引渡しの時に当該製造たばこを当該委託を

した者に売り渡したものとみなして、前条第１項又は第２項の規定を適用す

る。 



２ 卸売販売業者等が、小売販売業者又は消費者等に対し、民法（明治２９年

法律第８９号）第４８２条に規定する他の給付又は同法第５４９条若しくは

第５５３条に規定する贈与若しくは同法第５８６条第１項に規定する交換に

係る財産権の移転として製造たばこの引渡しをした場合には、当該卸売販売

業者等が当該引渡しの時に当該製造たばこを当該引渡しを受けた者に売り渡

したものとみなして、前条第１項又は第２項の規定を適用する。 

３ 特定販売業者又は卸売販売業者がその営業を廃止し、又はたばこ事業法

（昭和５９年法律第６８号）第１１条第１項若しくは第２０条の規定による

登録を取り消された時に製造たばこを所有している場合においては、当該廃

止又は取消しの時に当該特定販売業者又は卸売販売業者が当該製造たばこに

つき、消費者等に対する売渡し又は消費等をしたものとみなして、前条第２

項の規定を適用する。 

４ 卸売販売業者等が所有している製造たばこにつき、当該卸売販売業者等以

外の者が売渡し又は消費等をした場合においては、当該卸売販売業者等が売

渡し又は消費等をしたものとみなして、前条第１項又は第２項の規定を適用

する。ただし、その売渡し又は消費等がされたことにつき、当該卸売販売業

者等の責めに帰することができない場合には、当該売渡し又は消費等をした

者を卸売販売業者等とみなして、同条第１項又は第２項の規定を適用する。 

 （たばこ税の課税標準） 

第１１３条 たばこ税の課税標準は、第１１１条第１項の売渡し又は同条第２

項の売渡し若しくは消費等に係る製造たばこの本数とする。 

２ 前項の製造たばこの本数は、喫煙用の紙巻たばこの本数によるものとし、

次の表の左欄に掲げる製造たばこの本数の算定については、同欄の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄に定める重量をもって喫煙用の紙巻たばこの１本に

換算するものとする。この場合において、製造たばこ代用品の区分について

は、当該製造たばこ代用品の性状による。 

      区 分        重 量 



⑴ 喫煙用の製造たばこ 

ア パイプたばこ 

イ 葉巻たばこ 

 

１グラム 

１グラム 

 ウ 刻みたばこ ２グラム 

⑵ かみ用の製造たばこ ２グラム 

⑶ かぎ用の製造たばこ ２グラム 

３ 前項の表の左欄に掲げる製造たばこの重量を本数に換算する場合の計算は、

第１１１条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等に係る製

造たばこの品目ごとの１個当たりの重量に当該製造たばこの品目ごとの数量

を乗じて得た重量を同欄に掲げる製造たばこの区分ごとに合計し、その合計

重量を喫煙用の紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

４ 前項の計算に関し、製造たばこの品目ごとの１個当たりの重量に0.1 グラ

ム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

 （たばこ税の税率） 

第１１４条 たばこ税の税率は、1,0 0 0 本につき5,2 6 2 円とする。 

 （たばこ税の課税免除） 

第１１５条 卸売販売業者等が法第４６９条第１項各号に掲げる製造たばこの

売渡し又は消費等をする場合には、当該売渡し又は消費等に係る製造たばこ

に対しては、たばこ税を免除する。 

２ 前項の規定は、卸売販売業者等が市長に法施行規則第１６条の２の３に規

定する書類を提出しない場合には、適用しない。 

３ 第１項の規定によりたばこ税を免除された製造たばこにつき、法第４６９

条第１項第１号に規定する輸出業者が小売販売業者若しくは消費者等に売渡

しをし、又は消費等をした場合には、当該製造たばこについて、当該輸出業

者を卸売販売業者等とみなして、第１１１条の規定を適用する。 

 （たばこ税の徴収の方法） 

第１１６条 たばこ税は、申告納付の方法により徴収する。ただし、第１１２



条第４項ただし書の規定により卸売販売業者等とみなされた者に対したばこ

税を課する場合においては、普通徴収の方法により徴収する。 

 （たばこ税の申告納付の手続） 

第１１７条 前条の規定によりたばこ税を申告納付すべき者（以下この節にお

いて「申告納税者」という 。） は、毎月末日までに、前月の初日から末日ま

での間における第１１１条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは

消費等に係る製造たばこの品目ごとの課税標準たる本数の合計数（以下この

節において「課税標準数量」という 。） 及び当該課税標準数量に対するたば

こ税額、第１１５条第１項の規定により免除を受けようとする場合にあって

は同項の規定の適用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額並びに次

条第１項の規定により控除を受けようとする場合にあっては同項の適用を受

けようとするたばこ税額その他必要な事項を記載した申告書を市長に提出し、

及びその申告に係る税金を納付書により納付しなければならない。この場合

において、当該申告書には、第１１５条第２項に規定する書類及び次条第１

項の返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明細を記載した書類

を添付しなければならない。 

２ 法第４７３条第２項の規定による総務大臣の指定を受けた卸売販売業者等

が申告納税者である場合には、前項の規定により次の表の左欄に掲げる月に

提出すべき申告書の提出期限は、同項の規定にかかわらず、同欄に掲げる区

分に応じ、同表の右欄に掲げる月に同項の規定により提出すべき申告書の提

出期限と同一の期限とする。 

１月及び２月 ３月 

４月及び５月 ６月 

７月及び８月 ９月 

１０月及び１１月 １２月 

３ 次条第１項の製造たばこの返還を受けた卸売販売業者等のうち、同項の規

定による控除を受けるべき月において前２項の規定による申告書の提出を要

しない者で、同条第１項の規定による控除を受けるべき金額に相当する金額



の還付を受けようとするものは、当該還付を受けようとする金額その他の事

項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。この場合において、

当該申告書には、当該返還に係る製造たばこの品目ごとの数量についての明

細を記載した書類を添付しなければならない。 

４ 申告納税者が法第４７５条第２項の規定により提出する修正申告書は、規

則で定める様式によらなければならない。 

５ 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税金に係る第１項

又は第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限。

第１２１条第２項において同じ 。） の翌日から納付の日までの期間の日数に

応じ、当該税額に年1 4.6 パーセント（修正申告書を提出した日までの期間

又はその日の翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.3 パー

セント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して、納付

書により納付しなければならない。 

 （製造たばこの返還があった場合における控除等） 

第１１８条 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由によ

り、市内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこの返還を

受けた場合には、当該卸売販売業者等が当該返還を受けた日の属する月の翌

月以後に市長に提出すべき前条第１項又は第２項の規定による申告書（これ

らの規定に規定する期限内に提出するものに限る 。） に係る課税標準数量に

対するたばこ税額（第１１５条第１項の規定により免除を受ける場合には、

同項の適用を受ける製造たばこに係るたばこ税額を控除した後の金額とする。

次項において同じ 。） から当該返還に係る製造たばこにつき納付された、又

は納付されるべきたばこ税額（当該たばこ税額につきこの項の規定による控

除が行われている場合には、その控除前の金額とする 。） に相当する金額を

控除する。 

２ 前項に規定する場合において、市長は、同項の規定による控除を受けるべ

き月の課税標準数量に対するたばこ税額から同項の規定により控除を受けよ

うとする金額を控除してなお不足額があるとき、又は同項の規定による控除



を受けるべき月において申告すべき課税標準数量に対するたばこ税額がない

ときは、それぞれ、前条第１項から第３項までの規定による申告書に記載さ

れた当該不足額又は前項の規定による控除を受けるべき金額に相当する金額

を還付を受ける卸売販売業者等の未納に係る徴収金に充当し、又は還付する。 

 （納期限の延長の申請） 

第１１９条 法第４７４条第１項の規定による納期限の延長の申請をしようと

する卸売販売業者等は、納期限の延長についての申請書に納期限の延長を必

要とする理由を証するに足りる書類を添付して市長に提出するとともに、第

１１７条第１項の規定による申告書により納付すべき当該たばこ税額の全部

又は一部に相当する担保を提供しなければならない。 

 （たばこ税に係る不申告に関する過料） 

第１２０条 たばこ税の申告納税者が正当な事由がなく第１１７条第１項又は

第２項の規定による申告書を当該各項に規定する申告書の提出期限までに提

出しなかった場合においては、その者に対し、1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （たばこ税に係る不足税額等の納付手続） 

第１２１条 たばこ税の納税義務者は、法第４８１条、第４８３条又は第

４８４条の規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は過

少申告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指定

する期限までに納付書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合には、その不足税額に第１１７条第１項又は第２項の納期限の

翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年1 4.6 パーセント（前項の納

期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間につ

いては、年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

額を加算して納付書により納付しなければならない。 

 （たばこ税の普通徴収の手続） 



第１２２条 第１１６条ただし書の規定によりたばこ税を普通徴収の方法によ

り徴収する場合においては、第１１２条第４項ただし書の規定により卸売販

売業者等とみなされた者に対して、たばこ税の納税通知書を交付する。 

２ 前項の場合におけるたばこ税の納期は、納税通知書の定めるところによる。 

    第５節 特別土地保有税 

 （特別土地保有税の納税義務者等） 

第１２３条 特別土地保有税は、土地又はその取得に対し、当該土地の所有者

又は取得者に課する。 

２ この節の規定中土地に対して課する特別土地保有税に関する規定は、土地

の所有者が所有する土地で法第５９９条第１項の規定により申告納付すべき

日の属する年の１月１日において当該土地の取得をした日以後１０年を経過

したものについては、適用しない。 

３ 特殊関係者（法第５８５条第４項に規定する特殊関係者をいう。以下この

項において同じ 。） が取得した、又は所有する土地について政令第５４条の

１２第２項各号に掲げる事情がある場合における当該土地は、特殊関係者を

有する者及び当該特殊関係者の共有物とみなす。 

 （特別土地保有税の納税管理人） 

第１２４条 特別土地保有税の納税義務者は、市内に住所、居所、事務所又は

事業所（以下この項において「住所等」という 。） を有しない場合において

は、市内に住所等を有する者（個人にあっては、独立の生計を営む者に限

る 。） のうちから納税管理人を定め、これを定める必要が生じた日から１０

日以内に納税管理人申告書を市長に提出し、又は市外に住所等を有する者

（個人にあっては、独立の生計を営む者に限る 。） のうち納税に関する一切

の事項の処理につき便宜を有するものを納税管理人として定めることについ

て納税管理人承認申請書を市長に同日から１０日以内に提出してその承認を

受けなければならない。納税管理人を変更し、又は変更しようとする場合そ

の他納税管理人申告書又は納税管理人承認申請書に記載した事項に異動を生

じた場合においても、また、同様とし、その提出の期限は、その異動を生じ



た日から１０日を経過した日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る特別

土地保有税の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出して

その認定を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。この場合に

おいて、当該申請書に記載した事項に異動を生じたときは、その異動を生じ

た日から１０日以内にその旨を市長に届け出なければならない。 

 （特別土地保有税の納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第１２５条 前条第２項の認定を受けていない特別土地保有税の納税義務者で

同条第１項の承認を受けていないものが同項の規定により申告すべき納税管

理人について正当な理由がなく申告をしなかった場合には、その者に対し、

1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （特別土地保有税の課税標準） 

第１２６条 特別土地保有税の課税標準は、土地の取得価額とする。 

２ 無償若しくは著しく低い価額による土地の取得又は政令第５４条の３４第

１項各号に掲げる土地の取得については、それぞれ同条第２項各号に掲げる

土地の取得の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める金額を前項の土地の取

得価額とみなす。 

 （特別土地保有税の税率） 

第１２７条 特別土地保有税の税率は、土地に対して課する特別土地保有税に

あっては1 0 0 分の1.4 、土地の取得に対して課する特別土地保有税にあっ

ては1 0 0 分の3 とする。 

 （特別土地保有税の免税点） 

第１２８条 同一の者について、法第５９９条第１項第１号の特別土地保有税

にあってはその者が１月１日に所有する土地（法第５８６条第１項若しくは

第２項、第５８７条第１項又は第５８７条の２第１項本文の規定の適用があ



る土地を除く 。） の合計面積が、法第５９９条第１項第２号の特別土地保有

税にあってはその者が１月１日前１年以内に取得した土地（当該土地の取得

について法第５８６条第１項若しくは第２項又は第５８７条第２項の規定の

適用がある土地を除く。以下この条において同じ。）の合計面積が、法第

５９９条第１項第３号の特別土地保有税にあってはその者が７月１日前１年

以内に取得した土地の合計面積が、それぞれ5,0 0 0 平方メートルに満たな

い場合には、特別土地保有税を課さない。 

 （特別土地保有税の税額） 

第１２９条 特別土地保有税の税額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。 

⑴ 法第５９９条第１項第１号の特別土地保有税 同条第２項第１号の課税

標準額に第１２７条の税率を乗じて得た額から、当該額を限度として、同

号の土地に対して課すべき当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

価格に1 0 0 分の1.4 を乗じて得た額の合計額を控除した額 

⑵ 法第５９９条第１項第２号又は第３号の特別土地保有税 それぞれ、同

条第２項第２号又は第３号の課税標準額に第１２７条の税率を乗じて得た

額から、当該額を限度として、同項第２号又は第３号の土地の取得に対し

て千葉県が課すべき不動産取得税の課税標準となるべき価格（法第５９９

条第１項第２号又は第３号に掲げる日までに当該不動産取得税の額が確定

していない場合には、政令第５４条の３８第１項に規定する価格）に

1 0 0 分の4 を乗じて得た額の合計額を控除した額 

 （特別土地保有税の徴収の方法） 

第１３０条 特別土地保有税は、申告納付の方法により徴収する。 

 （特別土地保有税の申告納付） 

第１３１条 特別土地保有税の納税義務者は、法第５９９条第１項の申告書を

同項各号に掲げる特別土地保有税の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

納期限までに市長に提出し、及びその申告に係る税金を納付書により納付し

なければならない。 



２ 法第６００条第２項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、当該税

金に係る法第５９９条第１項の納期限（納期限の延長があったときは、その

延長された納期限。第１３４条において同じ 。） の翌日から納付の日までの

期間の日数に応じ、当該税額に年1 4.6 パーセント（修正申告書を提出した

日までの期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期間については、

年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算

して納付書により納付しなければならない。 

 （特別土地保有税に係る不申告に関する過料） 

第１３２条 特別土地保有税の納税義務者が正当な事由がなく前条第１項の規

定による申告書を同項に規定する申告書の提出期限までに提出しなかった場

合においては、その者に対し、1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （特別土地保有税の減免） 

第１３３条 市長は、次の各号のいずれかに該当する土地又はその取得のうち、

必要があると認めるものについては、その所有者又は取得者に対して課する

特別土地保有税を減免する。 

 ⑴ 災害により著しくその価格を減じた土地 

 ⑵ 公益のために直接専用する土地 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、特別の事由があると認められる土地 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前

７日までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 土地の所在、地番、地目、面積、取得年月日及び取得価額並びに税額 

 ⑶ 減免を受けようとする事由及び前項第１号の土地にあっては、その被害

の状況 



３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅

した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 （特別土地保有税に係る不足税額等の納付手続） 

第１３４条 特別土地保有税の納税義務者は、法第６０７条、第６０９条又は

第６１０条の規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税額又は

過少申告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書の指

定する期限までに、納付書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合には、その不足税額に法第５９９条第１項の納期限の翌日から

納付の日までの期間の日数に応じ、年1 4.6 パーセント（前項の納期限（法

第６０１条第３項若しくは第４項（これらの規定を法第６０２条第２項及び

第６０３条の２の２第２項において準用する場合を含む。）、法第６０３条第

３項又は法第６０３条の２第５項の規定により徴収を猶予した税額にあって

は、当該猶予した期間の末日。以下この項において同じ 。） までの期間又は

当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.3 パー

セント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付書

により納付しなければならない。 

   第３章 目的税 

    第１節 事業所税 

 （事業所税の納税義務者等） 

第１３５条 事業所税は、事務所又は事業所（以下この節において「事業所等」

という 。） において、法人又は個人の行う事業に対し、当該事業を行う者に

資産割額及び従業者割額の合算額により課する。 

２ 特殊関係者（法第７０１条の３２第２項に規定する特殊関係者をいう。以

下この項において同じ 。） を有する者がある場合において、当該特殊関係者

が行う事業について政令第５６条の２１第３項又は第４項に規定する特別の

事情があるときは、事業所税の賦課徴収については、当該事業は、その者及

び当該特殊関係者の共同事業とみなす。 

３ 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めのあるもの（以下この



節において「人格のない社団等」という 。） は、法人とみなして、この節中

法人に関する規定を適用する。 

 （事業を行う者が名義人である場合における事業所税の納税義務者） 

第１３６条 法律上事業所等において事業を行うとみられる者が単なる名義人

であって、他の者が事実上当該事業を行っていると認められる場合には、当

該事業に対して課する事業所税は、当該他の者に課するものとする。 

 （事業所税の納税管理人） 

第１３７条 事業所税の納税義務者は、市内に住所、居所、事務所等を有しな

い場合においては、市内に住所、居所、事務所等を有する者（個人にあって

は、独立の生計を営む者に限る 。） のうちから納税管理人を定め、これを定

める必要が生じた日から１０日以内に納税管理人申告書を市長に提出し、又

は市外に住所、居所、事務所等を有する者（個人にあっては、独立の生計を

営む者に限る 。） のうち納税に関する一切の事項の処理につき便宜を有する

ものを納税管理人として定めることについて納税管理人承認申請書を市長に

同日から１０日以内に提出してその承認を受けなければならない。納税管理

人を変更し、又は変更しようとする場合その他納税管理人申告書又は納税管

理人承認申請書に記載した事項に異動を生じた場合においても、また、同様

とし、その提出期限は、その異動を生じた日から１０日を経過した日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該納税義務者は、当該納税義務者に係る事業

所税の徴収の確保に支障がないことについて市長に申請書を提出してその認

定を受けたときは、納税管理人を定めることを要しない。この場合において、

当該申請書に記載した事項に異動を生じたときは、その異動を生じた日から

１０日以内にその旨を市長に届け出なければならない。 

 （事業所税の納税管理人に係る不申告に関する過料） 

第１３８条 前条第２項の認定を受けていない事業所税の納税義務者で同条第

１項の承認を受けていないものが同項の規定により申告すべき納税管理人に

ついて正当な理由がなく申告しなかった場合においては、その者に対し、

1 0 万円以下の過料を科する。 



２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （事業所税の課税標準） 

第１３９条 事業所税の課税標準は、資産割にあっては課税標準の算定期間

（法人に係るものにあっては法第７０１条の３１第１項第７号に規定する事

業年度（以下この節において「事業年度」という 。） とし、個人に係るもの

にあっては同項第８号に規定する個人に係る課税期間（以下この節において

「個人に係る課税期間」という 。） とする。以下この節において同じ 。） の

末日現在における事業所床面積（当該課税標準の算定期間の月数が１２月に

満たない場合には、当該事業所床面積を１２で除して得た面積に当該課税標

準の算定期間の月数を乗じて得た面積とし、法第７０１条の４０第２項各号

に掲げる事業所等に係るものにあっては、同項各号に定める面積）とし、従

業者割にあっては課税標準の算定期間中に支払われた従業者給与総額とする。 

２ 前項の課税標準の算定期間の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない

端数を生じたときは、これを１月とする。 

 （事業所税の課税標準の特例） 

第１４０条 前条第１項の規定による事業所税の課税標準となるべき事業所床

面積又は従業者給与総額について、法第７０１条の４１の規定の適用がある

場合においては、当該事業所床面積又は従業者給与総額は、前条第１項の規

定にかかわらず、法第７０１条の４１に規定するところにより算定する。 

 （事業所税の税率） 

第１４１条 事業所税の税率は、資産割にあっては１平方メートルにつき 

6 0 0 円、従業者割にあっては1 0 0 分の0.2 5 とする。 

 （事業所税の免税点） 

第１４２条 同一の者が市内において行う事業に係る各事業所等（次項に規定

する事業所等に該当するものを除く 。） について、当該各事業所等に係る事

業所床面積（法第７０１条の３４の規定の適用を受けるものを除く 。） の合



計面積が1,0 0 0 平方メートル以下である場合にあっては資産割を、当該各

事業所等の従業者（同条の規定の適用に係る者を除く。）の数の合計数が

１００人以下である場合にあっては従業者割を課さない。 

２ 法第７０１条の４３第２項に規定する企業組合等（以下この項において

「企業組合等」という 。） が市内において行う事業に係る各事業所等のうち、

当該事業所等に係る事業所用家屋が当該企業組合等の組合員が組合員となっ

た際その者の事業の用に供されていたものであり、かつ、その者がその後引

き続き当該事業所等において行われる事業の主宰者として当該企業組合等の

事業に従事しているものその他政令第５６条の７２各号に規定する事業所等

に該当するものについては、事業所床面積（法第７０１条の３４の規定の適

用を受けるものを除く 。） が1,0 0 0 平方メートル以下であるものにあって

は資産割を、従業者（同条の規定の適用に係る者を除く 。） の数が１００人

以下であるものにあっては従業者割を課さない。 

３ 前２項の場合において、第１項に規定する事業所床面積の合計面積及び第

２項に規定する事業所床面積が1,0 0 0 平方メートル以下であるかどうか並

びに第１項に規定する従業者の数の合計数及び第２項に規定する従業者の数

が１００人以下であるかどうかの判定は、課税標準の算定期間の末日の現況

によるものとする。 

 （事業所税の資産割の免税点に係る判定の特例） 

第１４３条 前条第３項の場合において、同条第１項に規定する従業者の数の

合計数及び同条第２項に規定する従業者の数が１００人以下であるかどうか

の判定の基礎となる事業所等のうち、課税標準の算定期間中を通じて従業者

の数に著しい変動がある事業所等（当該課税標準の算定期間に属する各月の

末日現在における従業者の数のうち最大であるものの数値が、当該従業者の

数のうち最小であるものの数値に２を乗じて得た数値を超える事業所等をい

い、当該課税標準の算定期間の中途において廃止された事業所等を除く 。）

については、当該課税標準の算定期間に属する各月の末日現在における従業

者の数を合計した数を当該課税標準の算定期間の月数で除して得た数をもっ



て同条第３項の課税標準の算定期間の末日現在の従業者の数とみなす。 

２ 課税標準の算定期間の中途において新設された事業所等に係る前項の規定

の適用については、同項中「課税標準の算定期間中」とあるのは「当該事業

所等の新設の日から同日の属する課税標準の算定期間の末日までの期間中」

と、「当該課税標準の算定期間に属する」とあるのは「当該事業所等の新設

の日から同日の属する課税標準の算定期間の末日までの期間に属する」と、

「当該課税標準の算定期間」とあるのは「当該期間」とする。 

３ 第１項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

これを１月とする。 

 （事業所税の徴収の方法） 

第１４４条 事業所税は、申告納付の方法により徴収する。 

 （事業所税の申告納付） 

第１４５条 事業所税の納税義務者は、法第７０１条の４６第１項又は第

７０１条の４７第１項の申告書をこれらの規定に定める事業所税の区分に応

じ、それぞれこれらの規定に定める期限までに市長に提出し、及びその申告

に係る税金を納付書により納付しなければならない。 

２ 法第７０１条の４９第２項の修正申告書に係る税金を納付する場合には、

当該税金に係る法第７０１条の４６第１項又は第７０１条の４７の納期限

（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、当該税額に年1 4.6 パーセント（修正申告書を

提出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過する日までの期間に

ついては、年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金額を加算して納付書により納付しなければならない。 

 （事業所税額がない者の申告） 

第１４６条 市長は、事業所等において事業を行う法人又は個人で各事業年度

又は各課税期間について納付すべき事業所税額がないものに、必要があると

認める場合においては、法第７０１条の４６第１項又は法第７０１条の４７

第１項の規定に準じて申告書を提出させることができる。 



 （事業所税に係る不申告に関する過料） 

第１４７条 事業所税の納税義務者が第１４５条第１項又は前条の規定により

提出すべき申告書を正当な事由がなく提出期限までに提出しなかった場合に

おいては、その者に対し、1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （事業所税の賦課徴収に関する申告義務） 

第１４８条 市内において事業所等を新設し、又は廃止した者（法第７０１条

の３４第１項に規定する法人及び同条第２項に規定する公益法人等又は人格

のない社団等で収益事業を行わないものを除く 。） は、規則で定めるところ

により、新設した場合にあってはその新設した日から２月以内に、廃止した

場合にあってはその廃止した日から１月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書を市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 新設又は廃止をした事業所等において事業を行っている、又は行ってい

た者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 新設又は廃止をした事業所等の所在地及び名称 

 ⑶ 事業所等の新設又は廃止をした年月日 

 ⑷ 新設又は廃止をした事業所等に係る事業所用家屋の所有者の住所又は所

在地及び氏名又は名称 

 ⑸ 事業所等の新設又は廃止をした日における当該事業所等の事業所床面積

及び従業者数 

 ⑹ その他市長が必要と認める事項 

２ 事業所税の納税義務者に事業所用家屋を貸し付けている者は、当該納税義

務者に係る当該課税標準の算定期間の前課税標準の算定期間の末日から引き

続き当該事業所用家屋を貸し付け、かつ、その申告した事項に異動がない場

合を除き、当該事業所用家屋に関し、規則で定めるところにより、その貸し

付けた日から１月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出し



なければならない。 

 ⑴ 事業所用家屋を貸し付けている者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 貸付けに係る事業所用家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び用途 

 ⑶ 貸付けに係る事業所用家屋の１棟の床面積（当該事業者用家屋が区分所

有に係るものにあっては、専有部分及び共有部分の床面積） 

 ⑷ 事業所用家屋を貸し付けている相手方の住所又は所在地及び氏名又は名

称 

 ⑸ その他市長が必要と認める事項 

 （事業所税の賦課徴収に係る不申告に関する過料） 

第１４９条 前条の規定により申告すべき者が同条の規定により申告すべき事

項について正当な理由がなく申告をしなかった場合には、その者に対し、

1 0 万円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納期

限は、その発行の日から１０日以内とする。 

 （事業所税の減免） 

第１５０条 市長は、災害により著しく被害を受けた事業所等又は特別の事由

がある事業所等のうち、必要があると認められるものに対して課する事業所

税を減免する。 

２ 前項の規定により事業所税の減免を受けようとする者は、納期限前７日ま

でに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を

証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

 ⑵ 事業所税の区分及び税額 

 ⑶ 事業所等の所在地及び名称、事業所床面積並びに従業者給与総額 

 ⑷ 減免を受けようとする事由及び災害により著しく被害を受けた事業所等

にあっては、その被害の状況 

３ 第１項の規定による減免の対象となる事業所等に該当するかどうかの判定



は、課税標準の算定期間の末日の現況によるものとする。 

４ 第１項の規定により事業所税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 （事業所税に係る不足税額等の納付手続） 

第１５１条 事業所税の納税者は、法第７０１条の５９、第７０１条の６１又

は第７０１条の６２の規定に基づく納付の告知を受けた場合には、当該不足

税額又は過少申告加算金額、不申告加算金額若しくは重加算金額を当該通知

書の指定する期限までに、納付書により納付しなければならない。 

２ 前項の場合には、その不足税額に法第７０１条の４６第１項又は第７０１

条の４７第１項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納

期限）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年 1 4.6 パーセント

（前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から１月を経過する日まで

の期間については、年7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して納付書により納付しなければならない。 

    第２節 都市計画税 

 （都市計画税の納税義務者等） 

第１５２条 都市計画税は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条

の規定により指定された都市計画区域のうち、同法第７条第１項に規定する

市街化区域内に所在する土地及び家屋に対し、その価格を課税標準として、

当該土地又は家屋の所有者に課する。 

２ 前項の価格とは当該土地又は家屋に係る固定資産税の課税標準となるべき

価格（法第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２３項、第２４項、

第２６項又は第２８項の規定の適用を受ける土地又は家屋にあってはその価

格にそれぞれ当該各項に定める率を乗じて得た額）をいい、前項の所有者と

は当該土地又は家屋に係る固定資産税について法第３４３条において所有者

又は所有者とみなされる者をいう。 

３ 法第３４９条の３の２第１項の規定の適用を受ける土地に対して課する都

市計画税の課税標準は、第１項の規定にかかわらず、当該土地に係る都市計



画税の課税標準となるべき価格の３分の２の額とする。 

４ 法第３４９条の３の２第２項の規定の適用を受ける土地に対して課する都

市計画税の課税標準は、第１項及び前項の規定にかかわらず、当該土地に係

る都市計画税の課税標準となるべき価格の３分の１の額とする。 

 （都市計画税の税率） 

第１５３条 都市計画税の税率は、1 0 0 分の0.2 3 とする。 

 （都市計画税の賦課期日） 

第１５４条 都市計画税の賦課期日は、当該年度の初日の属する年の１月１日

とする。 

 （都市計画税の納期） 

第１５５条 都市計画税の納期は、第８５条第１項に規定する固定資産税の納

期によるものとする。 

２ 市長は、特別の事情がある場合において前項の納期により難いと認められ

るときは、同項の規定にかかわらず、別に納期を定めることができる。この

場合において、市長が別に定める納期は、市長が都市計画税を固定資産税と

併せて賦課し、及び徴収することができないと認める特別の事情がある場合

を除くほか、第８５条第２項の規定により市長が定める固定資産税の納期に

よるものとする。 

 （都市計画税の賦課徴収） 

第１５６条 都市計画税の賦課徴収は、固定資産税の賦課徴収の例によるもの

とし、固定資産税を賦課し、及び徴収する場合に併せて賦課し、及び徴収す

る。ただし、市長が都市計画税を固定資産税と併せて賦課し、及び徴収する

ことができないと認める特別の事情がある場合においては、この限りでない。 

 （都市計画税の減免） 

第１５７条 第８９条の規定は、都市計画税の減免について準用する。この場

合において、同条中「固定資産税」とあるのは、「都市計画税」と読み替え

るものとする。 

附 則 



 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２７年４月１日（以下「施行日」という。）から施

行する。ただし、附則第４条、第５条及び第３７条の規定は、平成２８年４

月１日から施行する。 

 （適用区分） 

第２条 この附則に別段の定めがあるものを除くほか、この条例の規定は、平

成２７年度以後の年度分の市税について適用し、平成２６年度以前の年度分

の市税については、なお従前の例による。 

２ この条例による改正後の松戸市市税条例の規定中法人の市民税に関する部

分は、施行日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び施行日以後に開

始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、施行日前に開始した

事業年度分の法人の市民税及び施行日前に開始した連結事業年度分の法人の

市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 附則第３１条第５項の規定は、平成２６年４月１日以後に取得された

法附則第１５条第８項に規定する施設に対して課すべき固定資産税について

適用する。 

２ 附則第３１条第６項の規定は、平成２６年４月１日以後に締結された法附

則第１５条第３４項に規定する管理協定に係る同項に規定する協定倉庫に対

して課すべき固定資産税について適用する。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 附則第３７条の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動車税につ

いて適用する。 

２ 平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車両法（昭和２６年法律第

１８５号）第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた三輪以

上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る附則第３７条の規定の適用に

ついては、同条中「受けた月」とあるのは「受けた月の属する年の１２月」

とする。 



第５条 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後

段の規定による車両番号の指定を受けた三輪以上の軽自動車に対して課する

軽自動車税に係る第１０３条及び附則第３７条の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第６条 附則第４１条の規定は、平成２６年４月１日以後に締結された法附則

第１５条第３４項に規定する管理協定に係る同項に規定する協定倉庫に対し

て課すべき都市計画税について適用する。 

 （処分、手続等に関する経過措置） 

第７条 この条例の施行前にこの条例による改正前の松戸市市税条例の規定に

よりした処分、手続その他の行為で、この条例に相当の規定があるものは、

第１０３条第２

号ア 

    3,9 0 0 円          3,1 0 0 円 

    6,9 0 0 円          5,5 0 0 円 

   1 0,8 0 0 円          7,2 0 0 円 

    3,8 0 0 円          3,0 0 0 円 

    5,0 0 0 円          4,0 0 0 円 

附則第３７条の

表以外の部分 

第１０３条 附則第５条の規定により読み替

えて適用される第１０３条 

附則第３７条の

表の第１０３条

第２号アの項 

第１０３条第２号ア 附則第５条の規定により読み替

えて適用される第１０３条第２

号ア 

    3,9 0 0 円          3,1 0 0 円 

    6,9 0 0 円          5,5 0 0 円 

   1 0,8 0 0 円          7,2 0 0 円 

    3,8 0 0 円          3,0 0 0 円 

    5,0 0 0 円          4,0 0 0 円 



この条例の相当の規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。 

 （罰則に関する経過措置） 

第８条 この条例の施行前にした行為及びこの附則の規定により、なお従前の

例によることとされる市税に係る施行日以後にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

 （延滞金の割合等の特例） 

第９条 当分の間、第１１条、第３９条第２項、第５３条第３項、第５４条第

２項、第６８条第２項、第９０条第２項、第１１７条第５項、第１２１条第

２項、第１３１条第２項、第１３４条第２項、第１４５条第２項及び第

１５１条第２項に規定する延滞金の年1 4.6 パーセントの割合及び年7.3 パ

ーセントの割合は、これらの規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該

年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示された割合に年

１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ。）が

年7.3 パーセントの割合に満たない場合には、その年（以下この条において

「特例基準割合適用年」という 。） 中においては、年1 4.6 パーセントの割

合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3 パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年7.3 パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年

7.3 パーセントの割合を超える場合には、年7.3 パーセントの割合）とする。 

２ 当分の間、第５６条に規定する延滞金の年7.3 パーセントの割合は、同条

の規定にかかわらず、特例基準割合適用年中においては、当該特例基準割合

適用年における特例基準割合とする。 

 （納期限の延長に係る延滞金の特例） 

第１０条 当分の間、日本銀行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項

（第１号に係る部分に限る。）の規定により定められる商業手形の基準割引

率が年5.5 パーセントを超えて定められる日からその後年5.5 パーセント以

下に定められる日の前日までの期間（当該期間内に前条第２項の規定により

第５６条に規定する延滞金の割合を同項に規定する特例基準割合とする年に



含まれる期間がある場合には、当該期間を除く。以下この項において「特例

期間」という 。） 内（法人税法第７５条の２第１項（同法第１４５条第１項

において準用する場合を含む 。） の規定により延長された法第３２１条の８

第１項に規定する申告書の提出期限又は法人税法第８１条の２４第１項の規

定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期限が

当該年5.5 パーセント以下に定められる日以後に到来することとなる市民税

に係る申告基準日が特例期間内に到来する場合における当該市民税に係る第

５６条の規定による延滞金にあっては、当該年5.5 パーセントを超えて定め

られる日から当該延長された申告書の提出期限までの期間内）は、特例期間

内にその申告基準日の到来する市民税に係る第５６条に規定する延滞金の年

7.3 パーセントの割合は、同条及び前条第２項の規定にかかわらず、当該年

7.3 パーセントの割合と当該申告基準日における当該商業手形の基準割引率

のうち年5.5 パーセントの割合を超える部分の割合を年0.2 5 パーセントの

割合で除して得た数を年0.7 3 パーセントの割合に乗じて計算した割合とを

合計した割合（当該合計した割合が年1 2.7 7 5 パーセントの割合を超える

場合には、年1 2.7 7 5 パーセントの割合）とする。 

２ 前項に規定する申告基準日とは、法人税額の課税標準の算定期間又は法第

３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間の末日後

２月を経過した日の前日（その日が民法第１４２条に規定する休日、土曜日

又は１２月２９日、同月３０日若しくは同月３１日に該当するときは、これ

らの日の翌日）をいう。 

 （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第１１条 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第６項から第

１０項まで及び第１１項（同条第１２項において準用する場合を含む。以下

この条において同じ 。） の規定によりみなして適用する場合を含む 。） の規

定の適用を受けた同法第４０条第３項に規定する公益法人等（同条第６項か

ら第１１項までの規定により特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法人

を含む 。） を同条第３項に規定する贈与又は遺贈を行った個人とみなして、



政令附則第３条の２の３に規定するところにより、これに同項に規定する財

産（同法第４０条第６項から第１１項までの規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む 。） に係る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は

雑所得の金額に係る所得割を課する。 

 （所得割の非課税の範囲等） 

第１２条 当分の間、所得割を課すべき者のうち、その者の前年の所得につい

て第１９条の規定により算定した総所得金額、退職所得金額及び山林所得金

額の合計額が、3 5 万円にその者の控除対象配偶者及び扶養親族の数に１を

加えた数を乗じて得た金額（その者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する

場合には、当該金額に3 2 万円を加算した金額）以下である者に対しては、

第１４条第１項の規定にかかわらず、所得割（分離課税に係る所得割を除

く 。） を課さない。 

２ 当分の間、法附則第３条の３第５項に規定するところにより控除すべき額

を、第２１条及び第２３条の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第２６条第１項の規定の適用につい

ては、同項中「前３条」とあるのは、「前３条並びに附則第１２条第２項」

とする。 

 （個人の市民税の税率の特例） 

第１３条 平成３５年度までの各年度分の個人の市民税に限り、均等割の税率

は、第１８条第１項の規定にかかわらず、同項に規定する額に5 0 0 円を加

算した額とする。 

 （法人税割の税率の特例） 

第１４条 平成２６年１０月１日以後に開始する各事業年度分又は各連結事業

年度分の法人税割の税率は、当分の間、第２２条の規定にかかわらず、

1 0 0 分の1 2.1 とする。 

 （中小法人等に対する課税の特例） 

第１５条 資本金等の額が１億円以下の法人若しくは資本金の額若しくは出資

金の額を有しない法人（保険業法に規定する相互会社を除く 。） 又は法人で



ない社団若しくは財団で代表者若しくは管理人の定めのあるものであって、

かつ、法人税割の課税標準となる法人税額（法第２９２条第１項第４号の法

人税額をいう。以下同じ 。） 又は個別帰属法人税額（法第２９２条第１項第

４号の２の個別帰属法人税額をいう。以下同じ 。） が年5 0 0 万円以下のも

のに対する各事業年度分又は各連結事業年度分の法人税割額は、前条の規定

を適用して計算して得た法人税割額から当該法人税割額に1 2.1 分の2.4 を

乗じて得た額に相当する額を控除した金額とする。 

２ 前項の規定を適用する場合において、資本金等の額は、法第３１２条第３

項第１号及び第２号に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

日現在における資本金の額又は出資金の額とする。 

３ 第１項の規定を適用する場合において、市内及び他の市町村において事務

所又は事業所を有する法人の法人税割の課税標準となる法人税額又は個別帰

属法人税額は、法第３２１条の１３の規定により関係市町村に分割される前

の法人税額又は個別帰属法人税額とする。 

４ 法人税額又は連結法人税額の課税標準の算定期間が１年に満たない法人に

対する第１項の規定の適用については、同項中「年5 0 0 万円」とあるのは、

「5 0 0 万円に当該法人税額又は連結法人税額の課税標準の算定期間の月数

を乗じて得た額を１２で除して得た金額」とする。 

５ 第１項の規定を適用する場合において、法人税法第７１条第１項（同法第

１４５条において準用する場合を含む 。） 若しくは同法第８８条の規定によ

り法人税に係る申告書を提出する義務がある法人又は法第３２１条の８第２

項本文の規定により法人の市民税に係る申告書を提出する義務がある法人の

法人税割の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額は、当該事業年度

又は連結事業年度開始の日から６月を経過した日の前日までに前事業年度又

は前連結事業年度の法人税割額として納付した税額及び納付すべきことが確

定した税額の合計額の課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額を前事

業年度又は前連結事業年度の月数で除して得た額に１２を乗じて得た額に相

当する額とする。 



６ 前２項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数を生じたときは、

１月とする。 

 （個人の市民税の配当控除） 

第１６条 所得割の納税義務者の前年の総所得金額のうちに、法附則第５条第

３項に規定する配当所得があるときは、当分の間、同項各号に掲げる金額の

合計額を、その者の第２１条及び第２３条の規定を適用した場合の所得割の

額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２５条及び第２６条第１項の規定

の適用については、第２５条中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第

１６条第１項」と、第２６条第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに

附則第１６条第１項」とする。 

 （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第１７条 平成２８年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税

義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の

２の規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規定する居住年（次条

において「居住年」という 。） が平成１２年から平成１８年までの各年であ

る場合に限る 。） においては、法附則第５条の４第６項に規定するところに

より控除すべき額（第３項において「市民税の住宅借入金等特別税額控除額」

という 。） を、当該納税義務者の第２１条及び第２３条の規定を適用した場

合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２５条及び第２６条第１項の規定

の適用については、第２５条中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則第

１７条第１項」と、第２６条第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに

附則第１７条第１項」とする。 

３ 第１項の規定は、所得割の納税義務者が、当該年度の初日の属する年の３

月１５日までに、法施行規則で定めるところにより、同項の規定の適用を受

けようとする旨及び市民税の住宅借入金等特別税額控除額の控除に関する事

項を記載した市民税住宅借入金等特別税額控除申告書（その提出期限後にお



いて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたものを含む 。） を、

市長に提出した場合（法附則第５条の４第９項の規定により税務署長を経由

して提出した場合を含む 。） に限り、適用する。 

第１８条 平成３９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税

義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の

２の規定の適用を受けた場合（居住年が平成１２年から平成１８年まで又は

平成２１年から平成２９年までの各年である場合に限る 。） において、前条

第１項の規定の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第６項（同条

第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む 。） に規定するところ

により控除すべき額を、当該納税義務者の第２１条及び第２３条の規定を適

用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合に限り適用する。 

⑴ 前項の規定の適用を受けようとする年度分の第２９条第１項の規定によ

る申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提出された第３０条第１項の確定申

告書を含む 。） に租税特別措置法第４１条第１項に規定する住宅借入金等

特別税額控除額の控除に関する事項の記載がある場合（これらの申告書に

その記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認める場合

を含む 。）  

⑵ 前号に掲げる場合のほか、前項の規定の適用を受けようとする年度の初

日の属する年の１月１日現在において法第３１７条の６第１項の規定によ

り給与支払報告書を提出する義務がある者から給与の支払を受けている者

であって、前年中において給与所得以外の所得を有しなかったものが、前

年分の所得税につき租税特別措置法第４１条の２の２の規定の適用を受け

ている場合 

３ 第１項の規定の適用がある場合における第２５条及び第２６条第１項の規

定の適用については、第２５条中「前２条」とあるのは「前２条並びに附則

第１８条第１項」と、第２６条第１項中「前３条」とあるのは「前３条並び



に附則第１８条第１項」とする。 

 （寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第１９条 第２４条の規定の適用を受ける所得割の納税義務者が、法第３１４

条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該当する場合又は第２１

条第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金

額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則

第２１条第１項、第２２条第１項、第２３条第１項、第２６条第１項、第

２７条第１項又は第２８条第１項の規定の適用を受けるときは、第２４条第

２項に規定する特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則第５条の５

第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を

含む 。） に定めるところにより計算した金額とする。 

 （肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例） 

第２０条 平成３０年度までの各年度分の個人の市民税に限り、法附則第６条

第４項に規定する場合において、第２９条第１項の規定による申告書（その

提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたも

の及びその時までに提出された第３０条第１項の確定申告書を含む。次項に

おいて同じ 。） に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第２５条第１項に規定

する事業所得の明細に関する事項の記載があるとき（これらの申告書にその

記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。

次項において同じ 。） は、当該事業所得に係る所得割の額を免除する。 

２ 前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第６条第５項に規

定する場合において、第２９条第１項の規定による申告書に肉用牛の売却に

係る租税特別措置法第２５条第２項第２号に規定する事業所得の明細に関す

る事項の記載があるときは、その者の前年の総所得金額に係る所得割の額は、

第１９条から第２１条まで、第２３条から第２５条まで、附則第１６条第１

項、第１７条第１項、第１８条第１項及び前条の規定にかかわらず、法附則

第６条第５項各号に掲げる金額の合計額とすることができる。 

３ 前項の規定の適用がある場合における第２６条第１項の規定の適用につい



ては、第２６条第１項中「前３条」とあるのは、「前３条並びに附則第２０

条第２項」とする。 

 （上場株式等に係る配当所得に係る市民税の課税の特例） 

第２１条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第８条の

４第１項に規定する上場株式等の配当等（以下この項及び次項において「上

場株式等の配当等」という 。） を有する場合において、当該上場株式等の配

当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分の市民税につい

て当該上場株式等の配当等に係る配当所得につきこの項の規定の適用を受け

ようとする旨の記載のある第１９条第４項に規定する申告書を提出したとき

は、当該上場株式等の配当等に係る配当所得については、同条第１項及び第

２項並びに第２１条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該

上場株式等の配当等に係る配当所得の金額（以下この項において「上場株式

等に係る配当所得の金額」という 。） に対し、上場株式等に係る課税配当所

得の金額（上場株式等に係る配当所得の金額（第３項第１号の規定により読

み替えて適用される第２０条の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）をいう 。） の1 0 0 分の3 に相当する金額に相当する所得割を課する。

この場合において、当該上場株式等の配当等に係る配当所得については、附

則第１６条第１項の規定は、適用しない。 

２ 所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき上場株式等の配当等に係

る配当所得について第１９条第１項及び第２項並びに第２１条の規定の適用

を受けた場合には、当該納税義務者が前年中に支払を受けるべき他の上場株

式等の配当等に係る配当所得について、前項の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２１条第１項に規定する上場株式等に係る配当所得

の金額」とする。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３



条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２１条第１項の規

定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２１条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２１条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２１条第１項に規定する上場株式

等に係る配当所得の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、

山林所得金額若しくは租税特別措置法第８条の４第１項に規定する上場株

式等に係る配当所得の金額」とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２１条第１項に規定する上場株式

等に係る配当所得の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第２１条第１項の規定による所得割の額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例） 

第２２条 所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第２８条の４第１項

に規定する事業所得又は雑所得を有する場合には、当分の間、当該事業所得

及び雑所得については、第１９条及び第２１条の規定にかかわらず、他の所

得と区分し、前年中の土地等に係る事業所得等の金額（法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額をいう。以下この項におい

て同じ 。） に対し、次に掲げる金額のうちいずれか多い金額に相当する所得

割を課する。 

⑴ 土地等に係る事業所得等の金額（第３項第１号の規定により読み替えて

適用される第２０条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額。次

号において「土地等に係る課税事業所得等の金額」という 。） の1 0 0 分

の7.2 に相当する金額 



⑵ 土地等に係る課税事業所得等の金額と当該年度分の課税総所得金額との

合計額を当該課税総所得金額とみなして計算した場合の所得割の額から、

当該年度分の課税総所得金額に係る所得割の額を控除した金額の1 0 0 分

の1 1 0 に相当する金額 

２ 前項の規定は、同項に規定する事業所得又は雑所得で法附則第３３条の３

第６項に規定するものについては、適用しない。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２２条第１項に規定する土地等に係る事業所得等の

金額」とする。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２２条第１項の規

定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２２条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２２条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２２条第１項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山

林所得金額若しくは租税特別措置法第２８条の４第１項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２２条第１項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第２２条第１項の規定による所得割の額」とする。 



４ 第１項の規定は、同項に規定する事業所得又は雑所得で法附則第３３条の

３第８項に規定するものについては、適用しない。 

 （長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２３条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３１条

第１項に規定する譲渡所得を有する場合には、当該譲渡所得については、第

１９条及び第２１条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の長期

譲渡所得の金額に対し、長期譲渡所得の金額（同法第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、

第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額とし、これらの金額につき第３項第

１号の規定により読み替えて適用される第２０条の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額。以下「課税長期譲渡所得金額」という 。） の1 0 0 

分の3 に相当する金額に相当する所得割を課する。 

２ 前項に規定する長期譲渡所得の金額とは、同項に規定する譲渡所得につい

て所得税法その他の所得税に関する法令の規定の例により計算した同法第

３３条第３項の譲渡所得の金額（同項に規定する譲渡所得の特別控除額の控

除をしないで計算したところによる 。） をいい、附則第２６条第１項に規定

する短期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額があるときは、法附則第

３５条第５項後段の規定にかかわらず、当該計算した金額を限度として当該

損失の金額を控除した後の金額をいう。 

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２３条第１項に規定する長期譲渡所得の金額」とす

る。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２３条第１項の規



定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２３条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２３条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２３条第１項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額

若しくは租税特別措置法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額」

とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２３条第１項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第２３条第１項の規定による所得割の額」とする。 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

市民税の課税の特例） 

第２４条 平成２９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税

義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地等（租税

特別措置法第３１条第１項に規定する土地等をいう。以下この条において同

じ 。） の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。以下この条において同じ 。） を

した場合において、当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則第３４条

の２第４項に規定する優良住宅地等のための譲渡をいう 。） に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を受ける譲渡所

得を除く。以下この条において同じ 。） に係る課税長期譲渡所得金額に対し

て課する所得割の額は、同項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める金額に相当する額とする。 

⑴ 課税長期譲渡所得金額が2,0 0 0 万円以下である場合 当該課税長期譲



渡所得金額の1 0 0 分の2.4 に相当する金額 

⑵ 課税長期譲渡所得金額が2,0 0 0 万円を超える場合 次に掲げる金額の

合計額 

  ア 4 8 万円 

  イ 当該課税長期譲渡所得金額から2,0 0 0 万円を控除した金額の1 0 0 

分の3 に相当する金額 

２ 前項の規定は、平成２９年度までの各年度分の個人の市民税に限り、所得

割の納税義務者が前年中に前条第１項に規定する譲渡所得の基因となる土地

等の譲渡をした場合において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための

譲渡（法附則第３４条の２第５項に規定する確定優良住宅地等予定地のため

の譲渡をいう。以下この項において同じ 。） に該当するときにおける前条第

１項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する所得割

について準用する。この場合において、当該譲渡が法附則第３４条の２第９

項の規定に該当することとなる場合においては、当該譲渡は確定優良住宅地

等予定地のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む 。） の場合において、所得割の

納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別措置法第３３条から第

３３条の４まで、第３４条から第３５条の２まで、第３６条の２、第３６条

の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の７まで、第３７条の９の４又

は第３７条の９の５の規定の適用を受けるときは、当該土地等の譲渡は、第

１項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

 （居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特

例） 

第２５条 所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３１条の３第１項

に規定する譲渡所得を有する場合には、当該譲渡所得については、附則第

２３条第１項の規定により当該譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対し

課する所得割の額は、同項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区



分に応じ、それぞれ当該各号に定める金額に相当する額とする。 

⑴ 課税長期譲渡所得金額が6,0 0 0 万円以下である場合 当該課税長期譲

渡所得金額の1 0 0 分の2.4 に相当する金額 

⑵ 課税長期譲渡所得金額が6,0 0 0 万円を超える場合 次に掲げる金額の

合計額 

  ア 1 4 4 万円 

  イ 当該課税長期譲渡所得金額から6,0 0 0 万円を控除した金額の1 0 0 

分の3 に相当する金額 

２ 前項の規定は、同項の規定の適用を受けようとする年度分の第２９条第１

項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達

される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第３０条第１項

の確定申告書を含む 。） に前項の譲渡所得の明細に関する事項の記載がある

とき（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない理由があ

ると市長が認めるときを含む 。） に限り、適用する。 

 （短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２６条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３２条

第１項に規定する譲渡所得（同条第２項に規定する譲渡による所得を含む 。）

を有する場合には、当該譲渡所得については、第１９条及び第２１条の規定

にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の短期譲渡所得の金額に対し、課

税短期譲渡所得金額（短期譲渡所得の金額（同法第３３条の４第１項若しく

は第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項又は第３６条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第３２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控除する金額

を控除した金額とし、これらの金額につき第５項第１号の規定により読み替

えて適用される第２０条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）

をいう 。） の1 0 0 分の5.4 に相当する金額に相当する所得割を課する。 

２ 前項に規定する短期譲渡所得の金額とは、同項に規定する譲渡所得につい

て所得税法その他の所得税に関する法令の規定の例により計算した同法第



３３条第３項の譲渡所得の金額（同項に規定する譲渡所得の特別控除額の控

除をしないで計算したところによる 。） をいい、附則第２３条第１項に規定

する長期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額があるときは、法附則第

３４条第４項後段の規定にかかわらず、当該計算した金額を限度として当該

損失の金額を控除した後の金額をいう。 

３ 第１項に規定する譲渡所得で法附則第３５条第７項に規定するものに係る

第１項の規定の適用については、同項中「1 0 0 分の 5.4 」とあるのは、

「1 0 0 分の3 」とする。 

４ 第１項の場合において、同項に規定する課税短期譲渡所得金額のうちに法

附則第３５条第７項に規定する譲渡所得に係る部分の金額とその他の部分の

金額とがあるときは、これらの金額を区分してそのそれぞれにつき第１項の

計算を行うものとする。 

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２６条第１項に規定する短期譲渡所得の金額」とす

る。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２６条第１項の規

定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２６条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２６条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２６条第１項に規定する短期譲渡

所得の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額



若しくは租税特別措置法第３２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額」

とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２６条第１項に規定する短期譲渡

所得の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第２６条第１項の規定による所得割の額」とする。 

 （株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２７条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３７条

の１０第１項に規定する株式等に係る譲渡所得等を有する場合には、当該株

式等に係る譲渡所得等については、第１９条及び第２１条の規定にかかわら

ず、他の所得と区分し、前年中の当該株式等に係る譲渡所得等の金額として

政令附則第１８条第６項に定めるところにより計算した金額（当該所得割の

納税義務者が法第２３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲渡所得金額

（以下この項において「特定株式等譲渡所得金額」という 。） に係る所得を

有する場合には、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（第１９条

第６項の規定により同条第５項の規定の適用を受けないものを除く 。） を除

外して算定するものとする。以下この項において「株式等に係る譲渡所得等

の金額」という 。） に対し、株式等に係る課税譲渡所得等の金額（株式等に

係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第２０

条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の1 0 0 分

の3 に相当する金額に相当する所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２７条第１項に規定する株式等に係る譲渡所得等の

金額」とする。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２７条第１項の規



定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２７条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２７条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２７条第１項に規定する株式等に

係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山

林所得金額若しくは租税特別措置法第３７条の１０第１項に規定する株式

等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２７条第１項に規定する株式等に

係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第２７条第１項の規定による所得割の額」とする。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２８条 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第４１条

の１４第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、

当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第１９条及び第２１条の規

定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所

得の金額及び雑所得の金額として政令附則第１８条の７に規定するところに

より計算した金額（以下この項において「先物取引に係る雑所得等の金額」

という 。） に対し、先物取引に係る課税雑所得等の金額（先物取引に係る雑

所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第２０条の規

定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう 。） の1 0 0 分の3 に

相当する金額に相当する所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、



「総所得金額、附則第２８条第１項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額」とする。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２８条第１項の規

定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２８条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２８条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２８条第１項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山

林所得金額若しくは租税特別措置法第４１条の１４第１項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２８条第１項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第２８条第１項の規定による所得割の額」とする。 

 （条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２９条 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等の実施に伴う所

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。以下「租税条約等実施特例法」という 。） 第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等については、第１９条及び第２１条の規定にかか

わらず、他の所得と区分し、その前年中の同項に規定する条約適用利子等の

額（以下この項において「条約適用利子等の額」という 。） に対し、条約適

用利子等の額（次項第１号の規定により読み替えられた第２０条の規定の適



用がある場合には、その適用後の金額）に1 0 0 分の5 の税率から同法第３

条の２の２第１項に規定する限度税率（第３項において「限度税率」とい

う 。） を控除して得た率に５分の３を乗じて得た率（当該納税義務者が同条

第３項の規定の適用を受ける場合には、1 0 0 分の3 の税率）を乗じて計算

した金額に相当する所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２９条第１項に規定する条約適用利子等の額」とす

る。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２９条第１項の規

定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２９条第１項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２９条第１項の規定による所得割の額の合計額」

とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２９条第１項に規定する条約適用

利子等の額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額若しくは租税条約等実施特例法第３条の２第１６項に規定する特定

利子に係る利子所得の金額、同条第１８項に規定する特定収益分配に係る

配当所得の金額、同条第２２項に規定する特定懸賞金等に係る一時所得の

金額若しくは同条第２４項に規定する特定給付補てん金等に係る雑所得等

の金額」とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２９条第１項に規定する条約適用



利子等の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第２９条第１項の規定による所得割の額」とする。 

３ 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条約等実施特例法第３条の２

の２第１２項に規定する条約適用配当等（次項において「条約適用配当等」

という 。） については、第１９条第３項及び第４項の規定は適用しない。こ

の場合において、当該条約適用配当等については、第１９条及び第２１条の

規定にかかわらず、他の所得と区分し、その前年中の同法第３条の２の２第

１２項に規定する条約適用配当等の額（以下この項において「条約適用配当

等の額」という 。） に対し、条約適用配当等の額（第５項第１号の規定によ

り読み替えられた第２０条の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）

に1 0 0 分の5 の税率から限度税率を控除して得た率に５分の３を乗じて得

た率（当該納税義務者が同法第３条の２の２第３項の規定の適用を受ける場

合には、1 0 0 分の3 の税率）を乗じて計算した金額に相当する所得割を課

する。 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年の翌年の４月１

日の属する年度分の第２９条第１項の規定による申告書（その提出期限後に

おいて市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時

までに提出された第３０条第１項の確定申告書を含む 。） に前項後段の規定

の適用を受けようとする旨の記載があるとき（これらの申告書にその記載が

ないことにつきやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む 。） に限

り、適用する。 

５ 第３項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 第２０条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２９条第３項に規定する条約適用配当等の額」とす

る。 

⑵ 第２３条から第２５条まで及び第２６条第１項並びに附則第１６条第１

項、第１７条第１項及び第１８条第１項の規定の適用については、第２３

条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２９条第３項の規



定による所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２５条及び第２６条第

１項並びに附則第１６条第１項、第１７条第１項及び第１８条第１項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２９条第３項の規定

による所得割の額」と、第２４条第１項後段中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額及び附則第２９条第３項の規定による所得割の額の合計額」

と、第２６条第１項中「第１９条第４項」とあるのは「附則第２９条第４

項」とする。 

⑶ 第２７条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第２９条第３項に規定する条約適用

配当等の額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額若しくは租税条約等実施特例法第３条の２第２０項に規定する申告

不要特定配当等に係る配当所得の金額」とする。 

⑷ 附則第１２条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２９条第３項に規定する条約適用

配当等の額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第２９条第３項の規定による所得割の額」とする。 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用がある場合（第

３項後段の規定の適用がある場合を除く 。） における第２６条の規定の適用

については、同条第１項中「又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第

２９条第３項に規定する条約適用配当等（以下「条約適用配当等」という 。）

に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の第２９条第１項の

規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたもの及びその時までに提出された第３０条第１項の確

定申告書を含む 。） にこの項の規定の適用を受けようとする旨及び当該条約

適用配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合（これらの申告

書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認め

るときを含む 。） であって、当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の

基礎となった条約適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税法、



法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以

下「租税条約等実施特例法」という 。） 第３条の２の２第１項の規定及び法

第２章第１節第５款の規定により配当割額を課されたとき、又は第１９条第

６項」と、同条第３項中「法第３７条の４」とあるのは「租税条約等実施特

例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用される法第３７条の

４」と、第１項中「租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）」とあるのは「租税条約等実施特例法」とする。 

 （固定資産税における読替規定） 

第３０条 法附則第１５条から第１５条の３までの規定の適用がある各年度分

の固定資産税に限り、第７７条第８項中「又は第３４９条の５」とあるのは、

「若しくは第３４９条の５又は法附則第１５条から第１５条の３まで」とす

る。 

 （固定資産税に係る法附則第１５条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第３１条 法附則第１５条第２項第１号に規定する条例で定める割合は、３分

の１とする。 

２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する条例で定める割合は、２分の１と

する。 

３ 法附則第１５条第２項第３号に規定する条例で定める割合は、２分の１と

する。 

４ 法附則第１５条第２項第６号に規定する条例で定める割合は、４分の３と

する。 

５ 法附則第１５条第８項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合（固定資産税に係る

部分に限る 。） は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３７項に規定する条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第３８項に規定する条例で定める割合は、４分の３とする。 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者が



すべき申告） 

第３２条 法附則第１５条の６第１項又は第２項の住宅について、これらの規

定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日ま

でに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日並びに当該家屋を居住の用に供した年

月日 

２ 法附則第１５条の７第１項又は第２項の住宅について、これらの規定の適

用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次

に掲げる事項を記載した申告書に法施行規則附則第７条第２項に規定する書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日並びに当該家屋を居住の用に供した年

月日 

⑷ 当該年度の初日の属する年の１月３１日を経過した後に申告書を提出す

る場合には、同日までに提出することができなかった理由 

３ 法附則第１５条の８第１項又は第２項の貸家住宅の敷地の用に供する土地

について、政令附則第１２条第９項の規定の適用を受けようとする者は、当

該年度の初日の属する年の１月３１日までに、次に掲げる事項を記載し、か

つ、法施行規則附則第７条第３項各号に掲げる書類を添付した申告書を市長

に提出しなければならない。 

⑴ 所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 土地の所在、地番、地目及び地積 

⑶ 政令附則第１２条第９項各号に掲げる土地の区分 

４ 法附則第１５条の８第３項の家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事項



を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに政令附則第１２条

第１７項に規定する従前の権利に対応する部分の床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

５ 法附則第１５条の８第４項の貸家住宅について、同項の規定の適用を受け

ようとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる

事項を記載し、かつ、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法

律第２６号）第７条第１項に規定する登録を受けた旨を証する書類及び当該

貸家住宅の建設に要する費用について政令附則第１２条第２１項第２号に規

定する補助を受けている旨を証する書類を添付した申告書を市長に提出しな

ければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

６ 法附則第１５条の８第５項の家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事項

を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びに政令附則第１２条

第２２項の規定により読み替えて適用される同条第１７項に規定する従前

の権利に対応する部分の床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

７ 法附則第１５条の９第１項の耐震基準適合住宅について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該耐震基準適合住宅に係る耐震改修が完了した

日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に当該耐震改修に要し

た費用を証する書類及び当該耐震改修後の家屋が政令附則第１２条第２４項

に規定する基準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければ



ならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 耐震改修が完了した年月日 

⑸ 耐震改修に要した費用 

⑹ 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出することができなかった理由 

８ 法附則第１５条の９第４項の高齢者等居住改修住宅又は同条第５項の高齢

者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、

同条第４項に規定する居住安全改修工事が完了した日から３月以内に、次に

掲げる事項を記載した申告書に法施行規則附則第７条第８項各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所及び氏名 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の居住の用に供する部分の

床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 政令附則第１２条第２８項に掲げる者に該当する者の住所、氏名及び当

該者が同項各号のいずれに該当するかの別 

⑸ 居住安全改修工事が完了した年月日 

⑹ 居住安全改修工事に要した費用並びに政令附則第１２条第２９項に規定

する補助金等、居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費 

⑺ 居住安全改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出す

る場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

９ 法附則第１５条の９第９項の熱損失防止改修住宅又は同条第１０項の熱損

失防止改修専有部分について、これらの規定の適用を受けようとする者は、

同条第９項に規定する熱損失防止改修工事が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に法施行規則附則第７条第９項各号に掲げる



書類を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、床面積及び人の住居の用に供する部分の

床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

⑸ 熱損失防止改修工事に要した費用 

⑹ 熱損失防止改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出

する場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

１０ 法附則第１５条の１０第１項の耐震基準適合家屋について、同項の規定

の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に法施行規則附則

第７条第１１項に規定する補助に係る補助金額確定通知書の写し、建築物の

耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）第７条又は同法附

則第３条第１項の規定による報告に係る報告書の写し及び当該耐震改修後の

家屋が政令附則第１２条第２４項に規定する基準を満たすことを証する書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日 

⑷ 耐震改修が完了した年月日 

⑸ 法施行規則附則第７条第１１項に規定する補助の算定の基礎となった当

該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用 

⑹ 耐震改修が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出することができなかった理由 

 （宅地化農地に対して課する固定資産税の納税義務の免除等） 

第３３条 法附則第２９条の５第１項に規定する宅地化農地に対して同項に規

定する宅地化農地所有者に課する固定資産税については、同条の定めるとこ



ろにより、納税義務を免除し、又はその税額から減額するものとする。 

２ 法附則第２９条の５第２項の申告は、次に掲げる事項を記載した申告書に

法施行規則附則第８条の３第２項第１号に掲げる書類を添付してしなければ

ならない。 

⑴ 所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 土地の所在、地番、地目及び地積 

⑶ 当該市街化区域農地に係る計画的な宅地化のための手続の区分 

⑷ 当該市街化区域農地に係る計画的な宅地化のための手続を開始した年月

日 

３ 法附則第２９条の５第３項の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書に

法施行規則附則第８条の３第２項第２号に掲げる書類を添付してしなければ

ならない。 

⑴ 所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 土地の所在、地番、地目及び地積 

⑶ 当該市街化区域農地に係る計画的な宅地化のための計画策定等を市街化

区域設定年度（法附則第２９条の５第１項に規定する市街化区域設定年度

をいう 。） の翌年度の初日の属する年の１２月３１日までの間に行うこと

ができない理由 

⑷ 当該市街化区域農地に係る計画的な宅地化のために予定している計画策

定等の区分 

４ 法附則第２９条の５第５項の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書に

法施行規則附則第８条の３第２項第３号に掲げる書類を添付してしなければ

ならない。 

⑴ 所有者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 土地の所在、地番、地目及び地積 

⑶ 当該市街化区域農地に係る計画的な宅地化のための計画策定等の区分 

⑷ 当該市街化区域農地に係る計画的な宅地化のための計画策定等がなされ

た年月日 



 （旧民法第３４条の法人から移行した法人等に係る固定資産税の特例の適用

を受けようとする者がすべき申告） 

第３４条 第７１条の規定は、法第３４８条第２項第９号、第９号の２又は第

１２号の固定資産について法附則第４１条第３項の規定の適用を受けようと

する一般社団法人又は一般財団法人について準用する。この場合において、

第７１条中「公益社団法人若しくは公益財団法人」とあるのは、「法附則第

４１条第３項に規定する一般社団法人若しくは一般財団法人」と読み替える

ものとする。 

第３５条 法附則第４１条第９項各号に掲げる固定資産について同項の規定の

適用を受けようとする者は、次に掲げる書類を市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 当該固定資産を事業の用に供する者が法附則第４１条第９項に規定する

特定移行一般社団法人等（以下この条において「特定移行一般社団法人等」

という 。） に該当することを明らかにする書類 

⑵ 次に掲げる事項を記載した書類 

ア 法附則第４１条第９項の規定の適用を受けようとする土地の所在、地

番、地目及び地積並びにその用途 

イ 法附則第４１条第９項の規定の適用を受けようとする家屋の所在、家

屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

ウ 法附則第４１条第９項の規定の適用を受けようとする償却資産の所在、

種類及び数量並びにその用途 

⑶ 特定移行一般社団法人等が幼稚園、図書館又は博物館を設置した年月日

を記載した書類 

⑷ 特定移行一般社団法人等が当該固定資産を直接保育、図書館又は博物館

の用に供し始めた時期を記載した書類 

⑸ 当該固定資産が特定移行一般社団法人等で幼稚園、図書館又は博物館を

設置するものの所有に属しないものである場合にあっては、前各号に掲げ

るもののほか、当該固定資産を当該特定移行一般社団法人等に無料で使用



させていることを証する書類 

 （東日本大震災に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

第３６条 法附則第５６条第１項（同条第２項において準用する場合を含む 。）

の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１

日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称並びに当該納税義務者が

政令附則第３３条第１項第３号から第５号まで又は第３項第３号から第５

号までに掲げる者である場合にあっては、同条第１項第１号若しくは第２

号又は第３項第１号若しくは第２号に掲げる者との関係 

⑵ 法附則第５６条第１項に規定する被災住宅用地の上に平成２３年度に係

る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号 

⑶ 当該年度に係る賦課期日において法附則第５６条第１項（同条第２項に

おいて準用する場合を含む 。） の規定の適用を受けようとする土地を法第

３４９条の３の２第１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使

用することができない理由 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 法附則第５６条第１項（同条第２項において準用する場合を含む 。） の規

定の適用を受ける土地に係る平成３３年度までの各年度分の固定資産税につ

いては、第９４条の規定は適用しない。 

３ 法附則第５６条第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項において

「特定被災共用土地」という 。） に係る固定資産税額のあん分の申出は、同

項に規定する特定被災共用土地納税義務者（以下この項において「特定被災

共用土地納税義務者」という 。） の代表者が毎年１月３１日までに次に掲げ

る事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。 

⑴ 代表者の住所又は所在地及び氏名又は名称 

⑵ 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

⑶ 特定被災共用土地に係る法附則第５６条第３項に規定する被災区分所有



家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

⑷ 各特定被災共用土地納税義務者の住所又は所在地及び氏名又は名称並び

に当該各特定被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分

の割合 

⑸ 法附則第５６条第３項の規定によりあん分する場合に用いられる割合に

準じて定めた割合及び当該割合の算定方法 

 （軽自動車税の税率の特例） 

第３７条 法附則第３０条第１項に規定する三輪以上の軽自動車に対する当該

軽自動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号

の指定を受けた月から起算して１４年を経過した月の属する年度以後の年度

分の軽自動車税に係る第１０３条の規定の適用については、当分の間、次の

表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

 （たばこ税の税率の特例） 

第３８条 たばこ事業法附則第２条の規定による廃止前の製造たばこ定価法

（昭和４０年法律第１２２号）第１条第１項に規定する紙巻たばこ三級品の

当該廃止の時における品目と同一である喫煙用の紙巻たばこに係るたばこ税

の税率は、第１１４条の規定にかかわらず、当分の間、1,0 0 0 本につき

2,4 9 5 円とする。 

 （特別土地保有税の課税の停止） 

第３９条 当分の間、各年の１月１日において土地の所有者が所有する土地に

対しては、第１２３条から第１３４条までの規定にかかわらず、土地に対し

て課する特別土地保有税を課さない。 

２ 平成１５年１月１日以後に取得された土地の取得に対しては、第１２３条

第１０３条第２号ア     3,9 0 0 円    4,6 0 0 円 

    6,9 0 0 円    8,2 0 0 円 

    1 0,8 0 0 円    1 2,9 0 0 円 

    3,8 0 0 円    4,5 0 0 円 

    5,0 0 0 円    6,0 0 0 円 



から第１３４条までの規定にかかわらず、当分の間、土地の取得に対して課

する特別土地保有税を課さない。 

 （特別土地保有税の納税義務の免除の特例に係る区域） 

第４０条 特別土地保有税の納税義務者の免除の特例に係る法附則第３１条の

４第１項に規定する条例で定める区域は、市の全部の区域とする。 

 （都市計画税に係る法附則第１５条第３４項の条例で定める割合） 

第４１条 法附則第１５条第３４項に規定する条例で定める割合（都市計画税

に係る部分に限る 。） は、３分の２とする。 

 （宅地化農地に対して課する都市計画税の納税義務の免除等） 

第４２条 附則第３３条の規定は、都市計画税について準用する。この場合に

おいて、同条中「固定資産税」とあるのは、「都市計画税」と読み替えるも

のとする。 

 （都市計画税における読替規定） 

第４３条 法附則第１５条第１項、第１１項、第１５項から第２２項まで、第

２４項、第２６項、第３０項、第３４項、第３５項若しくは第４０項、第

１５条の２第２項又は第１５条の３の規定の適用がある各年度分の都市計画

税に限り、第１５２条第２項中「又は第２８項」とあるのは、「若しくは第

２８項又は法附則第１５条から第１５条の３まで」とする。 


